
 

 

 

 

 

 

第２期愛媛県デジタル総合戦略（案） 

【令和６年３月】 
  



 

 

デジタルでつなぎ 

切り拓く、 

活力と安心感あふれる 

愛顔のえひめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



目次 

 

はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

1 背景・目的 

2 第1期デジタル総合戦略による取組み 

3 戦略体系 

 

第１章 総論編 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

1  ＤＸとは 

2  基本理念 

3  ビジョン 

4  基本方針 

5  基本姿勢 

6  戦略の位置付け 

7  推進体制 

8  戦略の計画期間 

9  戦略の構成 

10 戦略のＫＧＩ 

 

第２章 戦略編 

1 行政のＤＸ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

(1) 聖域なきＤＸの断行 

(2) 手のひら県庁の加速化 

(3) 働き方のトランスフォーメーション 

(4) データ利活用の推進 

(5) 事業のデジタルシフト 

(6) チーム愛媛のＤＸ 

2 暮らしのＤＸ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

(1) 安全・安心なスマート防災の実現 

(2) デジタルによる防犯・交通安全の推進 

(3) デジタル教育先進県えひめの加速化 

(4) デジタルによる自分らしい生活の実現 

(5) ライフステージに応じたＤＸの推進 

(6) デジタルでつなぐまちづくり 

3 産業のＤＸ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

(1) 産業のＤＸを担う人材・企業づくり 

(2) スマート農林水産業の愛媛発モデルの展開 

(3) スマートものづくりによる技術革新 

(4) デジタルによる営業活動の強化 

(5) 一歩先行くデジタルマーケティングの実践 

(6) 共創による次代に向けた価値創造 

 



第３章 戦術編（アクションプラン） 
1 行政のＤＸ 
(1) 聖域なきＤＸの断行・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 
(2) 手のひら県庁の加速化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20 
(3) 働き方のトランスフォーメーション・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 
(4) データ利活用の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 
(5) 事業のデジタルシフト・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24 
(6) チーム愛媛のＤＸ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25 

2 暮らしのＤＸ 
(1) 安全・安心なスマート防災の実現・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28 
(2) デジタルによる防犯・交通安全の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29 
(3) デジタル教育先進県えひめの加速化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29 
(4) デジタルによる自分らしい生活の実現・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32 
(5) ライフステージに応じたＤＸの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 
(6) デジタルでつなぐまちづくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35 

3 産業のＤＸ 
(1) 産業のＤＸを担う人材・企業づくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38 
(2) スマート農林水産業の愛媛発モデルの展開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・39 
(3) スマートものづくりによる技術革新・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・42 
(4) デジタルによる営業活動の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・43 
(5) 一歩先行くデジタルマーケティングの実践・・・・・・・・・・・・・・・・・・・44 
(6) 共創による次代に向けた価値創造・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・46 

 
用語解説 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48 
 
ＣＯＬＵＭＮ 
1 愛媛県をデジタル実装の聖地へ 

～デジタルの現場実装による地域課題の解決～・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

2 デジタルマーケティングの最新トレンド 

〜現代のデジタルマーケティングの主要なトレンドとその影響～・・・・・・・・・・・17 

3 「背番号16」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 
4 デジタル時代のビジネスコミュニケーション 

〜オンラインコミュニケーションの光と影・デジタル活用による関係構築～・・・・・ 22 
5 デジタル技術が可能にする新たな学びと教育・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31 
6 人生100年時代における健康管理 

〜より長く元気に生きる時代に向けて～ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35 
7 農業データベースの構築と活用 

〜農業ビッグデータの収集と利活用による次世代農業の展開～・・・・・・・・・・・・41 
8 データ分析を活用した県の観光振興 

〜インバウンド誘客の重要性と観光デジタルマーケティングプラットフォーム 
の活用～・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45 

9 愛媛の未来に向けて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・47 



1 

 

はじめに 

１ 背景・目的 

 県では、急激な進化を続けるデジタル技術の積極的な活用により、行政の効率化や県民生活の

質の向上、地域経済の活性化など様々な分野においてＤＸ（Digital Transformation：デジタル

変革）に取り組むため、2021年（令和３年）３月に愛媛県デジタル総合戦略（第１期戦略）を策

定しました。折しも、新型コロナウイルス感染症の世界的なまん延が始まり、我が国でも、社会

の変化や働き方の多様化に対応するためにＤＸの重要性が叫ばれ始めた時期であり、その後、な

かなか収束の気配を見せない感染症との闘いに歩調を合わせるかのように、この３年間で、国を

挙げてＤＸ推進に向けた取組みが加速してきました。 

 例えば、民間企業ではテレワークの導入率が2019年（令和元年）の20.2％から 2022年（令和

４年）には51.7％へと大幅に増加 1し、新しい生活様式が定着するとともに、インターネット等

を介して蓄積・連携されるデジタルデータの流通量の爆発的な増加に伴いデータ活用の機運も高

まり、企業における顧客の基本情報等のパーソナルデータの活用率は 2019 年度（令和元年度）

の25.2％から2022年度（令和４年度）には52.8％にまで急激に上昇 2するなど、私たちの社会

生活全般においてデジタル技術やデータの利活用が急速に進展しています。 

 この間、国では、2021年５月（令和３年５月）にデジタル社会形成基本法 3の公布を皮切りに、

同年９月には同法に基づきデジタル社会形成の司令塔となるデジタル庁を発足させ、同年 12 月

には迅速かつ重点的に実施すべき施策等を定めた「デジタル社会の形成に関する重点計画」（重

点計画）を策定し、マイナンバーカードの普及促進（2019年（令和元年）４月の13.0％から2023

年（令和５年）12月には77.7％にまで交付率が上昇 4）を始めとして、デジタル社会形成に向け

た様々な取組みを進めています。 

 さらに、2021 年（令和３年）11 月に岸田文雄首相が発表した「デジタル田園都市国家構想」

に基づき、デジタルの実装を通じ、地域の社会課題の解決と魅力の向上を図り、全国どこでも誰

もが便利で快適に暮らせる社会の実現を目指すとされ、2022年（令和４年）２月には「デジタル

田園都市国家構想交付金」が創設されるとともに、同年 12 月には「デジタル田園都市国家構想

総合戦略」が策定されるなど、国家プロジェクトとしてデジタル化が推し進められています。 

 このような中、本県では、第１期戦略に基づき、各所属がデジタル化を自分事として捉え、県

が実施するあらゆる取組みにデジタル技術も活用することで、従来からの課題を解決できないか、

常に県民本位の視点を持ち市町や民間企業とも協働・連携しながら、時には所属の垣根を越えて

相乗効果の発揮を目指し、前例のない取組みにも失敗を恐れず、幅広く挑戦してきたところです。 

 一方、ＤＸを推進する取組みは、本県においてもまだまだ途上であり、官民問わず取組みの継

続が必要であるため、第１期戦略策定後の３年間で進んだ新しい生活様式の定着やマイナンバー

カードの普及等を踏まえつつ、定期的に改訂される重点計画など国の取組みも考慮しながら、人

口減少下にあっても持続可能で、県民が成果を実感し、安心して心豊かな生活が送れるデジタル

社会の実現を目指し、引き続き、行政・暮らし・産業のＤＸとこれらを支えるデジタル人材の育

成・確保に取り組むため、第１期戦略のコンセプトを継承した新たな戦略を策定することとしま

した。 

 

――――――――――――――――― 

1・2 情報通信白書 令和５年版 

3 令和３年法律第35号 
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4 総務省公表値 「マイナンバーカード交付状況について」

https://www.soumu.go.jp/kojinbango_card/kofujokyo.html 

 

 

注）以下、*を付している用語は巻末に用語解説あり 

 

 

２ 第１期デジタル総合戦略による取組み 

 第１期戦略における 81 戦術に係る取組みは、行政、暮らし、産業の３分野いずれにおいても

概ね順調に進捗しており、2023年度（令和５年度）までの取組みの一例は次のとおりです。 

 

【第１期戦略における取組みの一例】※戦術ごとの取組内容については資料「取組一覧」に掲載 

行
政
の
Ｄ
Ｘ 

▶手のひら県庁 5で200件超の手続きオンライン化と県有 17施設の予約申込みを実現 

▶県内市町におけるマイナンバーカードを用いた行政手続きを標準化し、デジタル技

術等の導入による住民の利便性向上と職員負担の軽減に資する新たな業務プロセス

の構築に着手 

暮
ら
し
の
Ｄ
Ｘ 

▶１人１台端末を活用した子どもの学力の定着・向上を図るため、ＣＢＴ*システムの

整備・高機能化により、県独自の出題・採点方式を実現し、多様な形の問題を配信す

ることで個別最適な学びを推進 

▶健康寿命の延伸や健康格差の縮小、医療費の適正化等に向けて、ビッグデータ分析

や健康アプリなどのデジタルヘルスケアの普及を図ることで行動変容を促進 

産
業
の
Ｄ
Ｘ 

▶デジタル技術を現場に実装し、県内事業者の稼ぐ力の創出など地域課題の解決にチ

ャレンジするモデル事業（73事業）に取り組み、高糖度トマトの収量増やシマアジ

養殖コストの削減、急傾斜地崩落監視や緑内障の早期発見など、幅広い分野で成果

を達成 

▶県内産業界の求めるデジタル人材のニーズや課題等を踏まえた人材育成・確保の実

現に向けて相互に連携を図るため、県内４大学（愛媛大学、人間環境大学、松山東雲

女子大学、松山大学）と覚書を締結し、デジタル人材育成の教育課程創設等を支援  

 

――――――――――――――――― 

5 手のひらに収まるスマートフォン等の端末機器の利用により、全ての手続きが完結する行政サービスを提供

する仕組みとして、電子申請システム・施設利用予約システムを構築し、市町も共同利用している。 

 

 また、デジタル関連施策に関する特徴として、所属ごとに課題解決に取り組む従来型のスタイ

ルから、部局間の連携も図りながら全庁的に推進するスタイルへの転換が進んでいます。 

【部局間連携案件例】 

○えひめデータラボ*によるデータ利活用推進［企画振興部、農林水産部、土木部］ 

公共施設や各種設定区域など位置情報を有するデータを地図上に可視化し、現状把握や、

傾向・要因分析等に基づく政策立案や意思決定につなげる。【単年度 10 件程度の可視化モ

デルを作成し、担当課の政策判断を支援】 

○部局間のデータ連携を基軸とした「物産×観光×納税」実需拡大ＥＣ*連携 

［企画振興部、営業本部、総務部、観光スポーツ文化部］ 
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「愛媛百貨店」「愛媛周遊記」及び「ふるさと納税」など、部局ごとに実施している実需

創出施策について、データを基軸とした一体の施策として取り組むことにより、施策効果

及び県内ＧＤＰの最大化を図る。【これまでにない取組みとして３事例を創出】 

○学校事務のデジタル化［教育委員会、企画振興部］ 

全ての県立学校への庶務事務システムの導入に向けて、知事部局導入済みの庶務事務シ

ステムへ、学校現場に対応した機能追加等を行い、2024年（令和６年）９月からの運用

開始（知事部局との共同利用）を目指すとともに、システム導入を機に、教職員の負担軽

減及びチーム学校としての機能強化等につなげるための内容を検討。【運用後効果発現】 

 
 なお、第１期戦略におけるＫＰＩ6 の達成状況は次のとおりであり、掲げた目標値を達成（見

込み）しています。 

 ＫＰＩ：官民共創デジタルプラットフォーム（エールラボえひめ 7）を活用して創出されたプ

ロジェクト数 

 
2021年度 

（令和３年度） 
2022年度 

（令和４年度） 
2023年度 

（令和５年度） 
累計 

目標値 10プロジェクト 30プロジェクト 60プロジェクト 100プロジェクト 

実 績 33プロジェクト 48プロジェクト 
20プロジェクト 
※R6.3見込み 

101プロジェクト 
※R6.3見込み 

 

――――――――――――――――― 

6 Key Performance Indicator（重要業績評価指標）の略。組織の目標達成に向けた重要なプロセスの実施状

況を評価する指標。 

7 第１期戦略においてＤＸ推進基盤と位置付け、2021年（令和３年）から運用を開始。県内自治体や民間事

業者、住民等の多様な主体がオンライン上の対話や交流等を通じ、官民共創により地域課題の解決と新たな

価値創造に取り組むためのプラットフォーム。 
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３ 戦略体系 

◆基本理念：デジタルでつなぎ切り拓く、活力と安心感あふれる愛顔のえひめ 

◆基本方針：県民本位・市町との協働・官民共創 

◆基本姿勢：改革に挑戦・実装に挑戦・徹底したデータ利活用に挑戦 

◆位置づけ：愛媛県総合計画の分野別計画、官民データ活用推進計画 

◆推進体制：ＣＤＯ*を司令塔とする愛媛県デジタル総合戦略本部 

◆戦略期間：令和６年度から令和８年度までの３年間 
 

ビジョン・戦略（１８項目） 
 

行政のＤＸ 

～県民本位のスマートえひめ～ 

暮らしのＤＸ 

～安全・安心のデジタル共生社会～ 

産業のＤＸ 

～デジタルで飛躍する地域経済～ 

(1)聖域なきＤＸの断行 

 

(2)手のひら県庁の加速化 

 

(3)働き方のトランスフォーメーシ

ョン 

(4)データ利活用の推進 

 

(5)事業のデジタルシフト 

 

(6)チーム愛媛のＤＸ 

(1)安全・安心なスマート防災の実現 

 

(2)デジタルによる防犯・交通安全の

推進 

(3)デジタル教育先進県えひめの加

速化 

(4)デジタルによる自分らしい生活

の実現 

(5)ライフステージに応じたＤＸの

推進 

(6)デジタルでつなぐまちづくり 

(1)産業のＤＸを担う人材・企業づく

り 

(2)スマート農林水産業の愛媛発モ

デルの展開 

(3)スマートものづくりによる技術

革新 

(4)デジタルによる営業活動の強化 

 

(5)一歩先行くデジタルマーケティ

ングの実践 

(6)共創による次代に向けた価値創

造 
 

戦術（７７項目） 
 

行政２５項目 暮らし２９項目 産業２３項目 
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第１章 総論編 

１ ＤＸとは 

ＤＸ（Digital Transformation）とは、一般に、デジタル技術やデータの利活用による社会経

済の変革を意味しており、本戦略では、ＤＸを「行政や県民・事業者等が、デジタル技術やデー

タも利活用して、県民本位の行政を実現し、地域社会等を再構築するプロセス」と定義します。 

また、本戦略では、ＩＣＴ（Information and Communication Technology）化とＤＸを明確に

区別しています。ＩＣＴ化の主眼は、効率化を主な目的として業務を情報通信技術（ＩＣＴ）に

代替することにありますが、ＤＸの主眼は、県民サービスの向上を主な目的として、デジタル技

術やデータを用いて課題を解決するとともに、新たな価値を生み出すことにあります。 

したがって、ＩＣＴ化の視点は業務本位であり、業務効率化、省人化、コスト削減等の言葉に

親和性があり、部分的な取組みでも効果が得られます。一方、ＤＸの視点は県民（ヒト）本位で

あり、ＵＩ8、ＵＸ 9、ユーザ目線等の言葉に親和性があり、組織や社会での全体的な対応が求め

られるとともに、情報格差を生み出さず、誰ひとり取り残さないというインクルージョン*の姿

勢が不可欠となります。 

これらは、第１期戦略においても掲げた考え方ですが、県政のＤＸは取組みの途上であり、県

が目指すべき方向性を見据え、成果につながる変革を全庁で着実に進めていくためには、これま

での３年間で培った改革や協働のマインドを基礎とした更なる挑戦が必要であることから、根幹

となる考え方を第１期戦略から継承した第２期戦略を策定することとしました。 

 

――――――――――――――――― 

8 User Interface の略称。ウェブサイトやアプリの表示画面の見た目や操作性（扱いやすさ）。 

9 User Experience の略称。「利用体験」「利用者体験」等の意味で用いられる。広義には、商品やサービス

を使って得られる感想・実感や満足度。 
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２ 基本理念 

本戦略では、第１期戦略を継承し、「デジタルでつなぎ切り拓く、活力と安心感あふれる愛顔

のえひめ」の実現を、引き続き基本理念として掲げます。 

基本理念の考え方は、次のとおりとし、この基本理念の下、デジタル技術やデータの利活用に

よる様々な取組みを展開することで、県の重点施策である「西日本豪雨災害からの復興と防災・

減災対策」「人口減少対策」「地域経済の活性化」への対応をより強化します。 

 

●デジタルで人やモノをつなぐ 

デジタル技術は、時間や距離の壁を越えて人々がコミュニケーションを図るための効果的な手

段であるとともに、その活用によって様々なモノをネットワークでつなぐことが可能となります。 

そこで、コロナ禍における「新たな日常」への変革も参考例として、デジタル技術の活用によ

り人と人や、その知識や体験をつなぎ、心と心が触れ合う温かなコミュニティを生み出すととも

に、様々な機器をつなぐことで、生活の利便性と地域の活力を高める可能性を広げます。 

 

●失敗を恐れず積極果敢に挑戦し、未来を切り拓く 

 未来に向けた新たな展望を切り拓いていくためには、進化のスピードが非常に速いデジタル技

術を積極的に活用する姿勢が重要ですが、先駆的な取組みであればあるほど、先例がないため、

過去の経験だけでは必ずしも最適な手法を構築できるとは限りません。 

そこで、従来の手法にとらわれることなく、また、失敗を恐れることなく、スピードと質の両

立にこだわりながら、デジタル技術の活用に積極果敢に挑戦します。 

 

●活力ある地域経済をけん引する 

 デジタル技術は、東・中・南予各地域に根差している幅広い産業分野において、更なる活力を

生み出す可能性を有しており、産業の活性化を通じて、雇用の創出や需要の喚起等を図り、地域

経済の成長をけん引することが期待されています。 

そこで、業種や業態に適合したデジタル技術の効果的な活用により県内産業の成長力を高める

とともに、活力を創出し地域経済に波及させていくことで、実需の創出につなげていきます。 

 

●県民の安全と安心を守る 

 県内に甚大な被害をもたらした西日本豪雨災害を始めとした頻発する自然災害や、近い将来に

発生するおそれがある南海トラフ地震等に備えるとともに、犯罪等から県民の生命・身体・財産

を守り、日常生活の安全・安心を確保することは、県の重要な責務です。 

 そこで、県民の生命・身体・財産を守るため、デジタル技術を積極的に導入し、防災・減災対

策や防犯対策等に幅広く活用していきます。 

 

●誰ひとり取り残さず、誰もが自分らしく生きられる、愛顔あふれる共生社会を目指す 

デジタル技術は、その普及の進め方や扱い方次第では、情報格差を生み出すおそれがある一方

で、様々な困難を抱える方々の利便性向上に資するインクルージョン*を実現する手段にもなり

得るものであり、「誰ひとり取り残さない」ことは、デジタル技術の活用を推進する上で最も重

要な理念であると言えます。 

そこで、ＤＸ推進に当たっては、県民誰もが自分らしく生きられる共生社会の実現に向けた手

段として、デジタル技術を効果的に活用していきます。 
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３ ビジョン 

本戦略では、県民生活に密接に関連する、行政、暮らし及び産業の三つの分野において、概ね

３年後の目指すべき姿として、次のビジョンを掲げます。 

 

●行政のＤＸ ～県民本位のスマートえひめ～ 

サービスデザイン思考 10に基づく行政運営により、時間や場所を問わず、誰もが最適な形で行

政サービスを受けることができます。 

また、県と市町との協働の下、県庁だけでなく、市役所・町役場等の業務が、誰ひとり取り残

さない県民本位の形に最適化され、必要なサービスが必要な人に漏れなく届くようになっていま

す。 

 

――――――――――――――――― 

10 単に機能をそのまま利用者に提供するのではなく、利用者が必要とする形でサービスを提供し、使いやす

い仕組みにすることで、利用者のメリットを最大化しようとする考え方。 

 

●暮らしのＤＸ ～安全・安心のデジタル共生社会～ 

教育、医療、福祉、交通、まちづくり等、県民の暮らしに関わるあらゆる分野がデジタル技術

に支えられた社会の中で、全ての県民が、安全・安心に自分らしく「愛顔」で生活を送っていま

す。 

特に、西日本豪雨災害の経験や南海トラフ地震等への備えも踏まえ、防災・減災対策や防犯、

交通安全など、県民の安全・安心に関わる様々な分野でデジタル技術やデータが効果的に利活用・

連携され、持続可能な地域社会づくりが促進されています。 

 

●産業のＤＸ ～デジタルで飛躍する地域経済～ 

県内各地で育まれてきた個性豊かな産業の特性に加え、本県の独自施策である営業活動やデジ

タルマーケティング 11の取組み等で培った経験やノウハウ等を生かし、「オール愛媛」の体制で、

県内外の個人や事業者と共創しながらＤＸに取り組むことにより、県内産業の競争力が更に強化

されています。 

また、産学官の緊密な連携により育成・確保された多くの優れたデジタル人材が県内で活躍す

るほか、先駆的な事業者等による新規ビジネスの創出や、技術革新等を背景とする新規事業など、

多くの新たな取組みが創出され、県内経済が力強く成長しています。 

 

――――――――――――――――― 

11 消費行動が多様化している中で、デジタル技術を活用することで、広告やＥＣ*サイト、実店舗、ＳＮＳな

ど多様な消費者との接点を構築して行うマーケティング活動。 

 

４ 基本方針 

次の三つの基本方針を継続して掲げ、愛媛県ならではのＤＸを推進していきます。 
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●県民本位 

サービスデザイン思考*に基づいた、誰ひとり取り残さない、県民本位の取組みを行います。 

 

●市町との協働 

県と市町との協働に基づいた、「チーム愛媛」による、地域が一丸となったＤＸを推進します。 

 

●官民共創 

行政と企業や団体等が課題を共有し、知恵と工夫を出し合うことで新たな価値を創造します。 

 

５ 基本姿勢 

基本理念の考え方の一つとして「積極果敢な挑戦」を掲げていますが、第２期戦略においては、

特に以下の三つの挑戦を基本姿勢とし、企業との連携や人材の育成等により、地域が成長を続け

るエコサイクルを目指します。 

 

●改革に挑戦 

 行政サービス向上のための従来手法の見直しや、生成ＡＩ*等の新技術導入を積極的に検討・

実施し、国の方針に先んじた取組みも実行します。 

 

●実装に挑戦 

 県民が成果を実感できるデジタル社会の実現に向け、「トライアングルエヒメ 12」の展開など、

デジタル技術の早期実装にこだわった取組みを展開します。 

 

――――――――――――――――― 

12 デジタル実装加速化プロジェクトの愛称。デジタル・ソリューションを提供する企業・地域の事業者・行政

の３者の試み（ＴＲＹ）から、様々な方向（ＡＮＧＬＥ）へ未来に向けた挑戦を支援するプロジェクトである

ことや、生活者・企業・社会の「三方良し」となる愛媛県を目指していくことを意図している。 

 

●徹底したデータ利活用に挑戦  

エビデンスに基づき成果を追求した政策立案や、ＤＸを通じた新たな価値創造を実現するため、

徹底してデータを利活用するとともに、官民それぞれの現場で利活用を実践するデジタル人材を

輩出します。 

 

６ 戦略の位置付け 

本戦略は、第１期戦略を継承し、愛媛県総合計画で掲げた分野別計画の実現を、デジタル技術

やデータの利活用により下支えするものであり、官民データ活用推進基本法 13第９条に規定する

都道府県官民データ活用推進計画としても位置付けます。 

 

――――――――――――――――― 

13 平成28年法律第103号 
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７ 推進体制 

県庁組織に設置した最高デジタル責任者（ＣＤＯ14）を司令塔として、全庁的なＤＸを俯瞰し

ながら愛媛県デジタル総合戦略本部が施策推進部署との連携を図るとともに、部局横断の取組み

については本部配下のデジタル実装推進部会にタスクフォース*を設置し、プロジェクト（予算

を伴う事業等）の進行をサポートしつつ、県庁全体のＤＸ戦略の企画、プロジェクトの進捗管理、

職員の資質向上等を推進します。 

 

――――――――――――――――― 

14 Chief Digital Officerの略称。組織のＤＸを推進するための司令塔となる最高デジタル責任者。 

 

８ 戦略の計画期間 

 2024年度～2026年度（令和６年度～令和８年度）の３年間 

 

９ 戦略の構成 

 本戦略は、 

〇三つのＤＸ（行政、暮らし、産業）ごとの取組みの方向性を示す「戦略編（第２章）」 

〇戦略ごとにより具体的な取組方策を示す「戦術編（第３章）」 

で構成しており、必ずしも具体的なプロジェクトを記載しているものではありません。 

 

10 戦略のＫＧＩ 

本戦略では、新たに以下の三つのＫＧＩ15を設定し、行政・暮らし・産業のＤＸの成果目標の

達成を目指すほか、戦術単位での進捗把握を行います。 

 

ＫＧＩ（最終年度目標値） 

①デジタル人材の輩出（約6,000人） 

②一人当たり県民所得（288.4万円） 

③仕事や暮らしが豊かになるデジタル社会に関する県民の

実感の向上（2026年度（令和８年度）まで毎年向上） 

  ①2022年度～2030年度（令和４年度～令和12年度）におけるデジタル人材輩出１万人目標
16に向けた2026年度（令和８年度）時点の目標値 

  ②愛媛県総合計画政策４17のＫＧＩ 

  ③愛媛県総合計画施策 27のＫＧＩ18を参考に設定 

  

――――――――――――――――― 

15 Key Goal Indicator（重要目標達成指標）の略。組織の目標達成度合いを評価する指標。 

16 2021年（令和４年）２月策定「あたらしい愛媛の未来を切り拓くＤＸ実行プラン」 

17 地域の稼ぐ力と県民所得の向上 

18 ＤＸの推進による利便性・付加価値向上を実感している県民の割合 

  



10 

 

--ＣＯＬＵＭＮ：１--------------------------------------------------------------------------

愛媛県をデジタル実装の聖地へ 

～デジタルの現場実装による地域課題の解決～ 

 

県内外先進企業のデジタル技術を活用して、愛媛県の地域課題を解決するために、2022 年度

（令和4 年度）から「トライアングルエヒメ」がスタートしました。 

 

デジタル技術を現場に実装することにこだわって、農林水産、医療・ヘルスケア、防災・防犯、観

光、ものづくりなど様々な分野の地域課題解決に挑戦し、地域事業者の稼ぐ力の向上、デジタル

関連企業の成長、愛媛県内地域の発展をトライアングルに見立て「三方良し」を目指しています。 

 

県内を実装フィールドとして、全国のデジタル関連企業から企画提案を募集し、２年間で合計

600 件を超える応募があり、73 件の事業を採択しました。地域課題を解決するためには、現場

でデジタル技術を使いこなすことが重要と考えており、先進のデジタル技術やデータを使いこな

して成果を上げるまで、全てのプロジェクトについて、県も伴走しながらサポートを行っています。 

また、2023 年度（令和５年度）からは、新たに「公募型DX イノベーション愛媛プロジェクト」が

始動し、ヒアリング等の調査によって顕在化させた県内市町の広域課題に対して、全国から公募

したデジタル関連企業の提案をもとに、県・市町・企業が連携しながら課題解決に取り組むことと

しています。 

 

 デジタル技術の良さは、これまでの勘と経験ではなく、データに基づいて行動変容を起こすこ

とにあります。そのため、各プロジェクトでは、地域の事業者や生産者を巻き込んだ勉強会の開催

を必須としております。実装検証で得たデータやノウハウを、勉強会を通して共有し、お互いが改

善に取り組むことで、稼ぐ力の向上を目指すことが狙いです。 

また、地域の事業者の声をフィードバックすることで、デジタル関連企業のプロダクト向上や地

域にフィットしたサービスへの進化を促すといった好循環が生まれています。 

 

その中で、採択事業者同士の新たなシナジーも生まれており、農業分野では複数の農業関係の

デジタル関連企業と若手から熟練者までの複数の生産者が参加する「農業 DX 共創会」が組成さ

れました。データの利活用方法や、プロダクトの改善、県内他地域への横展開など、実装成果の定

着による持続可能なビジネスモデルを確立するため、事業者同士が事例を共有しながら、様々な

意見交換が進んでいます。農業分野の他にも、観光やものづくりなど他の分野でも共創会の組成

が進んでいます。 

 

今後も、愛媛県では、全国に先駆けた「デジタル実装の聖地」を目指し、民間企業や市町、大学と

連携しながら、デジタル実装を加速させていきます。 

----------------------------------------------------------------------------------------- 
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第２章 戦略編 

１ 行政のＤＸ 

「誰ひとり取り残さない県民本位のスマートえひめ」を実現するため、常に、インクルージョ

ン*の観点を意識しつつ、サービスデザイン思考*に基づく行政運営に努め、市町との協働の下で、

時間や場所を問わずに行政サービスが最適な形で受けられ、必要なサービスが必要な人に漏れな

く届く県民本位の行政のＤＸに取り組みます。 

このため、第１期戦略期間においてスタートさせた県民の手のひらで行政手続きを完結させる

取組みを拡充するとともに、市町との協働による県内自治体一丸となったデジタル化を更に推し

進めるほか、新しいデジタル技術も積極的に活用した業務の効率化・省力化を促進します。 

特に、ＤＸを着実に実行するため、従来手法に固執せず積極的に業務を見直すマインドを醸成

し、ＢＰＲ19や働き方改革を推進するほか、デジタル総合戦略本部の実効性強化を始めとする推

進体制の充実や、産学との連携強化を図るとともに、データを最大限に利活用できる環境構築を

進め、外部人材等の知見も活用しながら、成果を重視したエビデンスに基づく政策展開を実行し

ます。 

 

――――――――――――――――― 

19 Business Process Re-engineeringの略称。業務の効率化や生産性の向上を図るため、業務の流れや仕組み

を全面的に見直し再構築すること。現状を肯定し改良する「改善」にとどまらず、現状を否定し新たな世界を

切り拓く「改革」を目指すもの。 

 

(1) 聖域なきＤＸの断行 

行政のあらゆる分野でのデジタル技術の活用を選択肢に含め、既成概念にとらわれず、県民本

位の視点で業務を再構築します。 

具体的には、業務の可視化とＢＰＲ*、ペーパーレス化等に継続して取り組むほか、デジタル総

合戦略本部において、全庁におけるデジタル関連施策の方向性を決定するとともに、デジタルに

関し素養のある人材の積極的な登用・配置・育成等により、ＤＸ推進体制を強化し、電子契約*の

推進など利便性の向上を実感できる取組みを展開します。 

 

(2) 手のひら県庁*の加速化 

県庁に訪れることなく、スマートフォンなどで行政手続きが完結する「手のひら県庁」を更に

推進します。 

具体的には、行政手続きのオンライン化やワンストップ化に引き続き取り組むとともに、県税

や各種施設の利用料等の公金支払いについては、キャッシュレス決済の拡充・推進を図ります。 

また、県民からの申請がなくても必要な情報やサービスが届くプッシュ型*の行政サービスの

提供にも挑戦し、便利でスピード感のある新たな行政サービスの実現を目指します。 

 

(3) 働き方のトランスフォーメーション 

生産性が高く、職員が自分らしくやりがいを持って働ける、新たな働き方の確立を目指します。 

具体的には、リスキリング*による職員のデジタルリテラシー*の向上のため、ＤＸ研修を拡充

するとともに、整備済みのチャットツール（インターネットを介してリアルタイムに会話をする

機能）のほか、ＲＰＡ20や新たなデジタル技術を積極的に活用し業務効率化を促進するとともに、
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テレワーク環境の強化やフリーアドレス*など機能的なオフィス空間の実現による働き方改革を

推進します。 

さらに、県庁第二別館建替えに合わせ産学官と連携したＤＸ推進やスタートアップ創出の場と

して整備する官民共創拠点について、多様な主体との垣根を越えた共創に向けて効果的な活用の

検討を進めるほか、民間主体のビジネス共創拠点整備を促進し、実効性のあるＤＸにつなげます。 

 

――――――――――――――――― 

20 Robotic Process Automationの略称。定型的なパソコン操作等をソフトウェアのロボットで自動化するこ

と。 

 

(4) データ利活用の推進 

県民や職員が、負荷なく効率的かつ安全にデータにアクセスし、保有データ等を最大限に利活

用できる環境の構築を目指します。 

具体的には、マイナンバーカードやオープンデータ 21の利活用促進を図るほか、庁内ではデー

タ分析の専門チームを中心にエビデンスを重視したＥＢＰＭ22 推進体制を構築してデータ利活

用を推進するとともに、クラウド化 23等の最新技術の動向にも対応した情報セキュリティ対策の

強化や情報通信インフラの高速・大容量化に取り組みます。 

 

――――――――――――――――― 

21 行政が保有する公共性の高いデータの利活用を推進するため、商用を含めた編集、加工、再配布等の二次利

用を可能とするルールの下、提供するデータのこと。 

22 Evidence-based Policy Making（エビデンスに基づく政策立案）の略称。政策の立案をその場限りのエピソ

ードに頼るのではなく、政策目的を明確化した上で合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすること。 

23 組織内に機器を設置して運用してきた情報システムを、ネットワークを通じて外部事業者が提供する「クラ

ウドサービス」を利用する形式に移行すること。 

 

(5) 事業のデジタルシフト 

デジタル技術やデータを利活用し、エビデンスに基づく事業の企画・実施に取り組む政策立案

型行政の深化を図ります。 

具体的には、成果重視型政策立案プラットフォーム 24を活用した政策の質向上を図るほか、Ａ

Ｉ*の適切な利用とその前提となるデータ利活用について検討を進め、外部人材の知見も活用し

た職員による積極的なＤＸ推進の取組みへの挑戦を推奨するとともに、デジタル社会形成推進基

金の活用や民間等からの資金調達によって、デジタル関連施策に必要な財源の確保に努めます。 

これらを通して、ＡＩを始め急速に進化するデジタル技術やデータを適切に利活用した取組み

を、時期を逸することなく柔軟かつ的確に推進します。 

 

――――――――――――――――― 

24 政策立案型行政の深化に向けて、計画から立案、予算、執行、決算、評価に至る業務プロセスに一貫して成

果を重視するマネジメント体制を実現するための基盤となるシステム。 

 

(6) チーム愛媛のＤＸ 

県と 20 市町では、「チーム愛媛のＤＸ」を掲げて一体的な取組みを進めているところであり、

今後も、連携体制を維持・発展させつつ協働することにより、一層効率的かつ効果的に全県的な



13 

 

ＤＸを推進します。 

具体的には、外部の高度デジタル人材を共有・活用し、デジタル上で完結する行政サービスの

拡大や「書かない窓口*」の実現・拡充に向けた検討のほか、内部事務の効率化等のデジタル化の

進展に伴う広域的な共通課題について、県と市町がより一体的に取り組むことで、全ての県民が、

いつでも・どこでも、スムーズに安心して必要とする行政サービスを受けられることを目指しま

す。 

 

２ 暮らしのＤＸ 

 教育、医療、福祉、防災、交通、まちづくりなど、日常生活に関わるあらゆる分野で、全ての

県民が、日常的に、意識することなくデジタル技術やデータを利活用し、持続可能な地域社会の

中で、安全・安心に、自分らしく生き生きと「愛顔」で過ごすことのできる暮らしのＤＸを推進

します。 

このため、スマート化*を通したデジタルでつながるまちづくりに取り組み、頻発する自然災

害への備えや対応、県民の安心を守るための防犯・交通安全等にデジタル技術を導入していきま

す。 

また、一人ひとりの子どもの学びの状況や家庭環境等に応じた教育の提供を図るとともに、教

職員の負担軽減につながる取組みを一層深化させるほか、デジタル技術やデータを利活用し誰も

が自分らしく生活できる環境整備等に取り組み、ライフステージごとの生活の利便性や快適性の

向上を目指し、県民が望む生活を実現する社会に向けたデジタル化を進めます。 

 

(1) 安全・安心なスマート防災の実現 

デジタル技術の進化に対応し、データの収集範囲の拡大や分析機能の高度化等、その利活用を

継続して深化させることで、より安全・安心で被害の軽減につながる防災・減災対策に取り組み

ます。 

具体的には、南海トラフ地震等の大規模災害に備えた災害対策本部機能の強化・拡充や、庁内

のみならず国や市町等とのデータ連携による情報共有機能の効率化を図るなど、ＤＸによる災害

対応能力の向上に取り組むほか、災害発生時にも基幹業務が継続できる業務継続体制の充実に向

けたデジタル技術の積極的な活用等を推進します。 

 

(2) デジタルによる防犯・交通安全の推進 

日々進化するデジタル技術やデータを一層利活用し、防犯・検挙の取組みを更に推進して、県

民が安心して暮らせる社会の実現を目指します。 

具体的には、各種データ等を利活用した防犯・検挙のための計画立案や道路交通の安全確保を

推進するとともに、悪質・巧妙化の一途をたどるサイバー犯罪に対応する人的基盤の強化や各種

資機材を駆使したサイバー犯罪捜査及び抑止対策を推進し、現実社会とサイバー空間（コンピュ

ータやネットワークによって構築された仮想的な空間）双方での県民の安全と安心を確保するた

めの積極的な取組みを進めます。 

 

(3) デジタル教育先進県えひめの加速化 

次代を担う子どもたちへより良い教育を提供するため、進化するデジタル技術やデータを積極

的に利活用し、デジタル教育先進県を目指します。 

具体的には、子どもの学習や校務の効率化等についてＩＣＴ化の段階からＤＸの段階への移行
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を目指し、１人１台端末の効果的な活用に加え、他に先駆けて整備したＣＢＴ*システム等の機

能向上や教育データの効果的な利活用による一人ひとりの子どもに最適な学びを実現するとと

もに、デジタル技術を活用したいじめ・不登校問題への対応のほか、プログラミング教育の充実

を図ることで、デジタル人材の育成にも取り組みます。 

また、デジタル教育先進県を支える教職員のデジタルリテラシー*の向上を図るとともに、校

務のデジタル化等による教職員の負担軽減にも取り組みます。 

 

(4) デジタルによる自分らしい生活の実現 

誰もがデジタル技術の恩恵を享受でき、社会に出た後も人生を豊かにする学習の機会や文化芸

術に接する機会を得られる環境づくりに継続して取り組みます。 

具体的には、地域で自立的にデジタル技術の活用が進められる仕組みづくりや、生涯学習・教

育文化施設等におけるデジタル技術の活用による、誰もが自分らしく生き、継続的に学び、楽し

みを見いだすことのできる機会の創出に努めるとともに、年齢や障がいの有無、言語等の差異を

多様性として受け入れる相互理解の促進を図ります。 

 

(5) ライフステージに応じたＤＸの推進 

デジタル技術やデータの利活用を通してＤＸを推進し、県民一人ひとりが健康で、希望する人

生設計を実現できる社会を目指します。 

具体的には、結婚、妊娠、出産、子育て及び介護等のそれぞれのライフステージに応じて、デ

ジタル技術やデータの効果的な利活用を促進します。 

また、国におけるマイナンバーカードの利活用促進に向けた取組みも考慮しながら、マイナン

バーカードを用いた医療機関の受診環境整備や、医療費助成等の情報連携の強化、オンライン診

療の促進に取り組むとともに、救急医療の向上に向け、消防機関と救急医療機関の連携や病院間

の連携を推進します。 

 

(6) デジタルでつなぐまちづくり 

サービスデザイン思考*の下、まちづくりにおいて、人を中心としたスマート化*を進め、持続

可能な社会を目指すとともに、地域コミュニティの活性化を図ります。 

具体的には、地域交通、都市計画、交流・関係人口の創出等の分野において、デジタル技術活

用の深化を図り、共有・可視化等によりデータをこれまで以上に利活用するための仕組みの検討

を進めるとともに、３Ｄ都市モデル 25の整備や活用等も推進します。 

また、都市部との情報格差を埋めるため情報通信基盤の整備を促進するほか、地域の住民によ

る課題解決の実現や事例の横展開に努めます。 

 

――――――――――――――――― 

25 都市空間に存在する建物や街路といった地上物の３次元データに、その名称や用途、建設年等の情報（属性

情報）を付与した都市の地理空間データで、都市空間を立体的なデジタル地図として可視化することができ

る。 

 

３ 産業のＤＸ 

県内各地域で育まれてきた産業の特性や強みを生かし、更に伸ばすことを意識しながら、デジ

タル技術やデータの利活用により県内産業の競争力強化を図るとともに、ＤＸを支えるデジタル
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人材の育成・確保を推進し、県内経済が力強く成長する産業のＤＸに取り組みます。 

このため、本県の基幹産業である農林水産業やものづくり産業において、デジタル技術やデー

タを利活用したスマート化*を促進するとともに、県内大学や事業者と連携したデジタル人材の

育成のための取組みを強力に展開するほか、本県の強みであるデジタルマーケティング*の高度

化推進により、更なる実需の創出と愛媛ファンの一層の獲得を図ります。 

また、インバウンド誘客への仮想空間（メタバース 26）等の活用や、環境に配慮した経済活動

へのデジタル技術の活用等、新たな価値の創造に向けて、多様な主体とも協働しながら挑戦して

いきます。 

 

――――――――――――――――― 

26 ユーザ間でのコミュニケーションが可能な、インターネット等のネットワークを通じてアクセスできる仮

想的なデジタル空間（多くの場合は３次元で構築される）のこと。 

 

(1) 産業のＤＸを担う人材・企業づくり 

産業のＤＸを担う人材・企業の育成に取り組むとともに、県内事業者が取り組む人材育成や事

業活動のデジタルシフトを支援します。 

具体的には、県内大学と連携した地域で活躍できるデジタル人材育成や、海外や首都圏等から

の優れた人材の誘致に産学官を挙げて引き続き取り組むことに加え、デジタルスキルを習得する

リスキリング*を促進し、先進的な県外ＩＴ企業との連携・誘致強化と着実な県内でのビジネス

展開の支援、デジタル関連スタートアップの創出を図るほか、デジタル実装事例の横展開や中小

企業のＤＸ支援も推進します。 

 

(2) スマート農林水産業の愛媛発モデルの展開 

本県の基幹産業である農林水産業のスマート化*を引き続き進め、生産性の向上、担い手不足

の解消、新技術の研究開発等に取り組むことで、持続可能で世界にも注目される農林水産業に挑

戦します。 

具体的には、農林水産業におけるデジタル人材の育成を図るほか、県の試験研究機関における

試験研究のデジタルシフトを推進するとともに、第一次産業のスマート化に向けた実証実験を行

い、社会実装につなげます。 

 

(3) スマートものづくりによる技術革新 

引き続き本県のものづくり産業を中心にスマート化*を積極的に推進し、愛媛発の技術革新を

創出することで、県内経済を活性化させます。 

具体的には、新たなデジタル技術も取り入れ、県の試験研究機関における試験研究のデジタル

シフトを推進するとともに、製造業、建設業等においてスマート化に向けた実証実験を行い、社

会実装につなげます。 

 

(4) デジタルによる営業活動の強化 

本県が取り組んでいる営業活動について、引き続きデジタル技術やデータも積極的に利活用し、

県産品販売等の更なる展開を図ります。 

具体的には、県内事業者へのＥＣ*対応支援等を推進するほか、仮想空間（メタバース*）等を

活用したインバウンド誘客の強化に取り組みます。 
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(5) 一歩先行くデジタルマーケティング*の実践 

本県が他県に先駆けて取り組んできたデジタルマーケティングを一層深化させ、施策の高度化

を図ることで、更なる実需の創出と愛媛ファンの獲得を目指します。 

具体的には、愛媛県版ＤＭＰ27に蓄積している本県に興味関心のある方のデータに加え、民間

企業が保有する消費者行動データ等の活用やＣＲＭ28の本格導入などにより、ターゲット像の精

緻化や情報発信の効率化を図ることで、より精度の高いデジタルマーケティングを部局横断で推

進します。 

 

――――――――――――――――― 

27 ＤＭＰは Data Management Platform の略称であり、本県のデジタル施策に接触した利用者のログデータ

（コンピュータ等の処理履歴）を一元管理し、広告配信等に生かすためのプラットフォーム。 

28 Customer Relationship Managementの略称。顧客と企業等との良好な関係構築に資するため、購買・行動

履歴等の顧客に関する情報を一元管理すること。 

 

(6) 共創による次代に向けた価値創造 

地域において、デジタル技術の活用が前提となった未来を見据えつつ、既成概念にとらわれる

ことなく、県内外の個人・企業等が共創的に共生社会を実現していくための取組みを促進します。 

具体的には、社会に良い影響を与える取組みを推進する企業等と連携し、ＧＸ*（グリーント

ランスフォーメーション）を始め環境に配慮した経済活動へのデジタル技術の導入等により、

次代に向けた新たな価値の創造に取り組むことで、未来の社会・産業の形を共創します。 
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--ＣＯＬＵＭＮ：２-------------------------------------------------------------------------- 

デジタルマーケティングの最新トレンド 

～現代のデジタルマーケティングの主要なトレンドとその影響～ 

 

皆さん、ショッピングをする前にスマホで商品の評価を調べたり、お店の情報を見たりするこ

とはありませんか？そんな私たちの日常に欠かせない存在となっているのが、デジタルマーケ

ティングです。今回は、その最新トレンドとその影響について考えてみましょう。 

 

まず、一つ目のトレンドとして挙げられるのが、「パーソナライズドマーケティング」です。これ

は、消費者一人ひとりの好みや行動に合わせて、最適な情報を提供する手法のことを指します。 

例えば、あなたがネットで一度見た商品の広告が他のウェブサイトでも表示されることがあり

ますよね。これはパーソナライズドマーケティングの一例です。これにより、興味のある商品に簡

単に出会うことができ、購入までの道のりがスムーズになります。 

 

次に、二つ目のトレンド、「AIを使った自動マーケティング」です。人間が行っていた広告の配信

などの作業を AI が自動的に行います。 

AI は 24 時間働くことができ、大量のデータを一瞬で分析することが可能です。そのため、よ

り速く、より的確なマーケティングが可能となり、消費者にとっても企業にとっても便利になりま

す。 

 

最後に、三つ目のトレンド、「エシカルマーケティング」をご紹介します。これは商品やサービス

の品質だけでなく、その製造過程や企業の倫理観まで考慮に入れるマーケティングの手法です。 

例えば、環境に配慮した製品を選びたい、少数派の権利を守る企業を応援したいという消費者

の意識に応える形です。このトレンドは、私たちがより良い選択をする手助けをしてくれます。 

 

これらのトレンドは、私たちの購買体験を豊かにし、便利にしてくれます。しかし一方で、個人情

報の扱いや、AI の活用範囲など新たな問題も提起しています。デジタルマーケティングの発展と

ともに、これらの問題についても考えていく必要があるでしょう。 

 

デジタルマーケティングの世界は日々進化しています。最新のトレンドを理解し、自分にとって

最良の選択をするために、私たちも一緒に学んでいきましょう。 

 

令和５年度愛媛県デジタルコーディネーター 高野 洋介 

----------------------------------------------------------------------------------------- 
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第３章 戦術編（アクションプラン） 

１ 行政のＤＸ 

(1) 聖域なきＤＸの断行 

１．ＤＸ推進体制の強化 

ＤＸを着実に推進していくためには、実効性の高い推進体制を構築する必要があることから、

本県では、司令塔となるＣＤＯ*を本部長とするデジタル総合戦略本部を設置し、外部デジタル

人材の知見も活用しながら、全庁を挙げてデジタル関連施策を推し進めてきました。 

 今後は、ＤＸ推進のための全体方針や単年度ごとの方向性をデジタル総合戦略本部で決定し進

行管理を行うなど、これまで以上に同本部の実効性を高めるとともに、第１期戦略の取組みを通

して底上げされたスキルやノウハウに基づく県組織の総合力を意欲的・効果的に発揮することで、

ＤＸの更なる推進を実現します。 

 

２．サービスデザイン思考*による行政サービス設計 

 行政サービスは、制度や仕組みの構想段階からデジタル、アナログを問わず、県民本位の設計

を行う必要があります。 

このため本県では、職員向けの研修実施により、マインド変革に取り組んできたところであり、

引き続き、デジタル技術の効果的な活用を前提として、全ての行政手続きやサービスが、県民本

位の形で提供されるよう、外部人材も活用しながら既存のサービスの再設計や新たな行政サービ

スの具体化に取り組み、県民満足度の高い行政サービスの提供に努めます。 

 

３．県民本位の情報発信・共有による行政サービスの共創 

 社会経済が大きく変化する中で、県民の多様な意見を行政施策に反映させ、県民と共に行政サ

ービスを創造する機会の確保が重要になっているため、本県では、官民共創のためのデジタルプ

ラットフォームとして整備した「エールラボえひめ*」の活用等により、県政への県民の参画や理

解の促進に取り組んできました。 

今後は、引き続き施策形成のプロセスを可能な限りホームページやＳＮＳ等で公表し、県広報

広聴基本戦略に基づき、県民にとって分かりやすい情報の発信と共有を行うとともに、民間主体

の官民共創の取組みを支援することで県民との共創を一層推進し、県民本位の行政サービス創出

に努めます。 

 

４．業務の可視化とＢＰＲ*の徹底 

 変革を目指すＤＸの推進には、従来からの事業や制度の見直しを前例にとらわれず検討するこ

とが不可欠であるため、本県では業務効果が高い庁内業務からＢＰＲに取り組み、可視化による

業務分析や実証を実施してきました。 

今後は、県の取組成果を市町へ横展開することも見据えながら、引き続き県民ニーズや行政サ

ービスの利用状況及び業務の詳細な把握・分析を進め、ＢＰＲの徹底により業務のあるべきプロ

セスを制度・体制・手法を含め再構築することで、情報のデータ化や業務のＩＣＴ化・標準化を

円滑に推進し、実効性のあるＤＸにつなげていきます。 
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５．ペーパーレス化と電子契約*の推進 

 行政手続きに関する県民の利便性向上を実現するため、これまで本県では、行政手続きに関す

る押印・署名の見直しに取り組むとともに、業務効率化にもつながる庁内業務のペーパーレス推

進のためのプロジェクトを展開してきました。 

 今後は、ペーパーレス化の取組みの一環として、庁内の決裁等の文書事務の更なる電子化を推

進するとともに、文書管理・電子決裁システムと電子申請や財務会計等のシステム連携により、

業務の迅速化や効率化を図るほか、電子契約の推進を図り、県民や事業者がオンラインで（イン

ターネットを利用して）県と契約できる環境を構築し、県民サービスの向上につなげていきます。 

 

--ＣＯＬＵＭＮ：３-------------------------------------------------------------------------- 

「背番号16」 

 

昨今、日本はデジタル後進国とされ、失われた 20 年、30 年という時代の変遷を経て、「ジャ

パン・アズ・ナンバーワン」の座から転落し、多くの指標では先進国の下位に位置している。なぜ、

そのような状況となったのか。 

一方で、大谷選手のホームラン王を始めとするアメリカ大リーグでの日本人選手の活躍や、

WBC（WORLD BASEBALL CLASSIC）での劇的な勝利による世界一は、日本の野球のレベ

ルが過去とは比べ物にならないほど上昇していることを示している。 

 

その進化の鍵、それが「でじたる」である。 

 

大谷翔平選手、その名前は野球界に新たな躍進をもたらした。彼の成功には、卓越した実力だ

けでなく、デジタル技術の精密な活用が欠かせない。大谷選手とデジタルが交わる瞬間に焦点を

当て、彼の活躍を支えるデジタルの魅力を探る。 

 

大谷選手はデジタル技術を駆使し、自身のプレーを徹底的に分析している。数値に基づくトレ

ーニングや戦術により、投手としての制球力と、打者としての驚異的なパワーを発揮している。デ

ジタルデータが彼の能力を最大限に引き出す手助けとなっている。 

 

デジタル技術はまた、大谷選手とファンとの交流を深めている。ソーシャルメディアを通じて

彼の日常や努力がリアルタイムで共有され、ファンは彼の成長を感じる。単なるスポーツ選手とし

てではなく、人間味あふれる一面も垣間見ることができ、ファンとの結びつきが一段と強化され

ている。 

 

大谷翔平選手とデジタルの融合は、野球界に新たな可能性を切り拓いている。彼の実力とデジ

タル技術が相互に補完し、その結果として世界的な注目を浴びている。デジタル技術を駆使して

野球を魅力的に、身近に感じさせる姿勢は、今後も多くのファンを魅了し続けるであろう。 

 

大谷選手の 2023 年 WBC 日本代表での背番号は 16。日本のプロ野球では読売巨人軍の川

上哲治選手・監督が有名だが、私にとっての背番号 16 は、漫画「巨人の星」（原作：梶原一騎、作

画：川崎のぼる）の星飛雄馬である。飛雄馬が編み出した大リーグボール１号、２号、３号は、デジ

タル的ではなく、アナログ的な血みどろの努力から生まれた。飛雄馬の体重が軽いために、球は

速くても当てられると良く飛んでいくという欠点を克服し、バットにボールを当てるという大リ
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ーグボール１号が生まれたきっかけは、次の禅僧の言葉である。 

 

「打たれまい 打たれまいとこりかたまった姿勢ほど もろいものはない 打たれてけっこう い

や もう一歩進んで 打ってもらおう この心境を得たとき むずかしく禅などといわんでも なや

み苦しむ人生の森の迷路におのずと道もひらけると思うのじゃが いかがかのう 」（同書より引

用） 

 

日本がデジタル後進国である理由の一つはそれに向き合う姿勢にあるのではないでしょうか。

でじたるは冷たい、でじたるは訳がわからない、でじたるは横文字が多くて、取っ付き難い等々。

だから、でじたるではなく、昔からのあなろぐの方がいいんだと。 

 

一度、星飛雄馬の心境に立って、そして、大谷選手の活躍を振り返って、でじたるに積極的に向

き合ってはいかがでしょうか？くしくも二人の背番号は「16※」。 

 

令和５年度愛媛県デジタルコーディネーター 小池 信行 

 

※大谷翔平選手の野球日本代表での背番号（2023 年WBC など） 

----------------------------------------------------------------------------------------- 

 

(2) 手のひら県庁の加速化 

６．県民本位の行政手続き・窓口業務等の実現 

 行政手続きに関する県民の利便性向上に最も必要な取組みとして、県民が庁舎等を訪れること

なく、いつでも・どこでも必要とする行政サービスを受けられる環境の実現が挙げられるため、

本県では、行政手続きの電子申請や施設利用の予約をスマートフォン等から行えるシステム（手

のひら県庁*）を構築し、運用を開始するとともに、市町との共同利用も拡大してきました。 

 今後は、手のひら県庁で行える手続きの拡充を図り、申込みから支払いまでの一連の手続きの

オンライン化により、一度提出した情報の再入力回避（ワンスオンリー*）や一箇所での手続き完

結（ワンストップ化）を実現するほか、処分通知のデジタル化や県税のキャッシュレス納付の推

進に加え、施設利用料の公金支払いに関するキャッシュレス決済の導入など、窓口業務のデジタ

ル化により県民が行政サービスを簡潔・迅速に受けられる環境を整え、更なる利便性と満足度の

向上に努めます。 

 

７．プッシュ型*行政サービスへの挑戦 

 現在の行政サービスの多くは、県民からの申請を前提とする中、行政サービスを必要としてい

る人に確実に提供することが、行政としての重要な役割であり、そのためには、本人のアクショ

ンを待つことなく、必要とする人に必要な情報がしっかりと届くことが望まれています。 

本県ではこれまで、行政サービスの周知広報の面で、プッシュ型での提供に取り組んできたと

ころであり、今後もこれを継続するとともに、お知らせした行政手続きについては、オンライン

等で簡便に手続きできる仕組みを構築するなど、申請のしやすさや負担感の軽減など県民目線で

の検討を行います。 
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（参考） 

 第１期戦略掲載項目であったもので、実現・一般化された取組み 

 ・イベントや説明会等のオンライン化（第１期戦略戦術７） 

 ・委員会・審議会等のオンライン化の推進（第１期戦略戦術８） 

 

(3) 働き方のトランスフォーメーション 

８．職員のデジタルリテラシー*の向上 

 行政のＤＸを実現するためには、職位や年齢にかかわらず、全ての職員がＤＸの重要性や価値、

理念を理解するとともに、継続的にデジタルリテラシーを向上させる必要があります。 

 このため、本県職員を対象に、ＤＸに関する基礎的な知識やマインドを身につける研修や、外

部人材や連携企業の知見を学ぶ専門的な研修をオンラインなど様々な手法で実施してきたとこ

ろであり、今後も、求められる人材像や必要となるスキル等を明確にしつつ、研修機会の確保や

内容の充実を図り、リスキリング*等による職員のデジタルリテラシーの効率的、効果的な向上

に努めます。 

 

９．多様な働き方や先駆的な執務環境の構築 

県民ニーズの多様化への対応とともに、県庁においても、育児や介護など職員のライフステー

ジを踏まえた働き方への対応が求められる中、本県では、業務用端末やオンライン会議システム、

チャットツール等の整備によるテレワークの推進など、働き方改革に取り組んできました。 

今後も、職員のニーズや職場の業務内容に応じた柔軟な働き方を実現するため、端末機器の配

備やＢＹＯＤ29 の導入など環境整備を進めるとともに、ＲＰＡ*や生成ＡＩ*等の新たなデジタル

技術を積極的に活用し業務効率化を推進するほか、県庁第二別館に整備するスマートオフィス*

を始め、災害時の業務継続等にも効果を発揮する機能的なオフィス空間の実現を目指します。 

 

――――――――――――――――― 

29 Bring Your Own Deviceの略で、私物のパソコンやタブレットなどを業務等に使用すること。 

 

１０．官民共創拠点の設置 

都市部を中心に、多様な主体によるオンライン会議を始めとする様々な業務の進め方に対応で

きるコワーキングスペース 30の整備・利用が普及する中、本県では、首都圏の共創拠点を活用す

ることで新しいコミュニティを形成するなど、官民が一緒になってプロジェクトの企画・推進を

行うスタイルを先駆的に導入してきました。 

今後は、県庁第二別館に整備する同種のスペースの活用に加え、民間によるオープンイノベー

ション（他者との協働によるイノベーション創出）を推進するための施設整備を促進し、行政、

企業、団体、大学等の多様な主体が、オープンなスペースを共同で利用することを通じて、地域

課題の解決に向けて学び・つながり・共創することによる相乗効果を生み出し、産学官が一体と

なったＤＸの推進や地域経済の活性化につなげていきます。 

 

――――――――――――――――― 

30 様々な業種の人々が仕事をする共有型のオープンスペース。参加者間でのコミュニティ育成が重視され、多

種多様な業種・業界の人たちとの接触機会が増えるため、新たなビジネスチャンスの創出や自己のスキルアッ

プ等を期待して利用される場。 
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１１．採用活動と採用試験のオンライン化 

 少子化を背景に、官民を挙げた人材獲得競争が厳しさを増す中、高い資質を有する人材を確保

するため、本県では、職員採用試験の申込みやエントリーシート等提出書類のオンライン化を行

うとともに、オンラインによる試験を一部で導入するほか、オンラインでの業務説明会を開催し

てきました。 

 今後も、更なる利便性向上のため、必要に応じてオンラインによる各種手続きの導入を検討す

るほか、幅広い人材へアプローチするため、デジタルマーケティング*の手法も取り入れること

で全国から候補者を募り、優秀かつ多様な人材の選考と採用に取り組みます。 

 

１２．デジタル技術・データを利活用した職員の健康増進 

 県民ニーズの変化への対応等により、職員を取り巻く環境は複雑かつ多様化している中、多発

する災害等への対応も相まって、心身の健康を損なう職員が増加傾向にあります。 

 このため本県では、共済組合と連携して、健診結果等を基に健康状況や生活習慣病のリスク、

生活改善支援等の健康情報をスマートフォンから職員に対して提供するとともに、ストレスチェ

ックを実施し、その結果を基に集団分析を行い、職場における課題を明らかにした上で、職場環

境の改善につなげることとしており、今後も、これらの取組みを通じて、職員一人ひとりが能力

を十分に発揮できるよう、職員の心身の健康保持増進を図ります。 

 

--ＣＯＬＵＭＮ：４--------------------------------------------------------------------------

デジタル時代のビジネスコミュニケーション 

～オンラインコミュニケーションの光と影 ・ デジタル活用による関係構築～ 

 

「はい！チーズ！」 

自分しかいない自宅のリビングに置いたノートパソコンのスピーカーからこもった声が聞こえ、 

小さなモニターに 20 人程の顔が映ったのは、第 1 回目の緊急事態宣言から数か月が経った

2020 年夏の「オンライン送別会」だった。 

 

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、オンラインによる非対面コミュニケーションの機会が劇的

に増え、お互いの顔を見ながら同じ空間で空気・雰囲気を感じながら意思の疎通を図る事ができ

なくなり、メールやオンラインツールによるコミュニケーションに頼らざるを得ない状況となった。 

 

しかし、これまで日常的に利用していたメールも頻度と重要度が増す中、改めて自身のメール

コミュニケーションを振り返る必要がある。 

 

一般社団法人日本ビジネスメール協会「ビジネスメール実態調査 2023」では、仕事のメール

で不快に感じたことがある人は、4 割を超えるとしている。 

人間が行うコミュニケーションにおいて自分の発した「言語情報」「聴覚情報」「視覚情報」が、そ

れぞれどの程度相手に伝わるかを検証した「メラビアンの法則」では、「言語情報」すなわち「文字」

によるコミュニケーションが最も相手に情報が伝わり難いという検証結果を示している。 

 

メール活用において、「文字」は相手に伝わり難いと同時に相手に誤解を与え易い事を認識す

る必要があり、細心の注意を払って送信ボタンを押さなければならない。 
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・相手を待たせない返信スピードへの配慮 

・伝えたい事の明確化 

・誤字脱字は無いか、表現は適切か 

・相手を問わず、礼儀で始まり、礼儀で終わる文面 

が満たされたメールコミュニケーションが信頼関係構築の前提となる。 

 

Microsoft Teams や zoom といったオンラインツールは、物理的な距離のある人とパソコ

ンやスマートフォンのカメラを通じてお互いの顔を見ながら会話ができる画期的なコミュニケー

ションツールと言える。ただ、オンラインツールに不慣れな人は、余計な背景がカメラに写り込ん

でしまったり、聞いてほしくない音声をマイクが拾ってしまったり、また、それにより相手に不信

感を与えてしまい、信頼を失う危険性もある。 

 

既に一般的なコミュニケーション手段となったオンラインツールの活用においても、事前にマ

ニュアル動画の視聴や機能の確認等で自身のデジタルリテラシー向上に努める事も信頼関係を

構築する手段である事を忘れてはいけない。 

 

令和５年度愛媛県デジタルコーディネーター 所 貴之 

----------------------------------------------------------------------------------------- 

 

(4) データ利活用の推進 

１３．マイナンバーカードの利活用促進 

 デジタル社会のパスポートと呼ばれるマイナンバーカードは、用途拡大に伴う行政運営の効率

化により、県民生活の利便性向上に寄与することから、本県では、市町と連携したカードの取得

促進に努めてきました。 

 今後は、国が進めている個人認証アプリケーション開発や民間への波及状況、カードのＩＣチ

ップ空き容量を活用した新たなサービスの創出に関する動向等を注視し、情報流出等に対する不

安払しょくのための取組みにも適切に対応しながら、本県におけるカードの利活用を促進します。 

 

１４．データ利活用・オープンデータ*の推進 

 社会のデジタル化の進展に伴い、庁内においては保有する数多くのデータを最大限に利活用し

エビデンスに基づく政策運営を図ることが、対外的には公共データを個人情報等に十分に配慮し

つつ積極的に公開し、住民や企業等による利活用を促進し県民の便益向上を図ることが求められ

ており、これまで本県では、外部人材との協働による庁内データ利活用推進プロジェクトや、オ

ープンデータカタログサイトに掲載するオープンデータの質と量を向上させたデータ公開に取

り組んできました。 

今後は、庁内におけるデータの共有や可視化、分析等を行える環境整備を進め、データ分析の

専門チームを中心としてＥＢＰＭ*が浸透し実装された組織に進化するとともに、市町による公

開データも含めたオープンデータの利活用を一層促進し、政策の高度化と官民共創による県民の

利便性向上や地域経済の活性化につなげることを目指します。 

 

１５．情報セキュリティ対策の強化 

 データ利活用を前提とするＤＸの推進に当たっては、情報システムの利便性の向上を追求しな



24 

 

がらも、セキュリティを確保することが不可欠であるため、これまで本県では、ネットワークの

三層分離*による高いレベルのセキュリティを維持しながら、職員の生産性を向上させる仕組み

の構築に取り組んできました。 

今後も、無線接続・クラウドサーバ 31・モバイル端末といった、より利便性の高い最新の技術

を導入しながら、情報通信インフラの高速・大容量化に対応するとともに、情報資産を外部の脅

威から守る情報セキュリティ対策の強化を図り、セキュリティポリシーについても、最新動向も

踏まえた必要な改定を行います。 

 

――――――――――――――――― 

31 利用者が、機器がどこにあるか意識することなく、インターネット上等で共同して利用するサービスを提供

するサーバのこと。 

 

１６．情報システムの業務継続体制強化 

 地震・豪雨等の災害や新たな感染症の発生のほか、テロなどの危機的状況に直面しても、県と

しては、県民の生命・身体・財産を守り、安全・安心を確保するため、適正に業務を継続できる

体制（ＢＣＰ）を整えることが必要であることから、本県では、愛媛県ＩＣＴ－ＢＣＰ32を策定

し、不測の事態に備えています。  

 今後は、業務継続体制強化の一環として、必要に応じて愛媛県ＩＣＴ－ＢＣＰの改定等を行う

とともに、最新のデジタル技術の動向に注視し、最適な技術を活用することで、強靭さと柔軟さ

を兼ね備えた情報システムの構築に取り組みます。 

 

――――――――――――――――― 

32 ＢＣＰとはBusiness Continuity Planの略称であり、ＩＣＴ部門の業務継続計画。災害時に庁舎が被災し

てもＩＣＴ資源を利用できるよう準備しておき、応急業務の実効性や通常業務の継続性を確保するほか、地域

防災計画の想定を超える災害にも備えることとしている。 

 

(5) 事業のデジタルシフト 

１７．デジタル技術も活用した政策立案型行政の深化 

 ＤＸは、社会経済に変革をもたらす極めて重要な取組みであり、その円滑な推進に向けて、こ

れまで本県では、積極的に外部人材や連携企業の知見を取り入れ、デジタル社会形成推進基金も

活用しながら、既存の事業へのデジタル技術の活用や新たな取組みに挑戦するとともに、情報シ

ステムや通信機器の導入等に際しては、必要に応じデジタル総合戦略本部でシステム評価等を行

い、機能や機器の最適化、セキュリティの確保、調達コストの削減等にも取り組んできました。 

 今後も、全ての事業に対して、生成ＡＩ*等を始め進歩スピードの速いデジタル技術を適切に

活用することで従来型の取組みの効果を向上させられないか、前提となるデータの更なる利活用

を含め、より生産性・効率性の上がる手法はないかを絶えず検討し、外部人材等との協働により

積み上げた知見・ノウハウを最大限に生かすことで最善の政策立案につなげます。 

また、成果重視型政策立案プラットフォーム*を活用し、設定した目標値の検証と状況変化へ

の財源配分を含めた事業執行に係る適時適切な対応により、エビデンスに基づいた政策展開に取

り組みます。 
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１８．多様な財源の確保 

 厳しい財政状況の下でＤＸを着実に推進していくためには、税によらない様々な資金調達手法

を活用し事業費を確保することも重要となることから、これまで本県では、企業版ふるさと納税

等によりいただいた財源もデジタル関連施策に活用してきました。 

 引き続き、デジタルマーケティング*の手法も取り入れながら、ガバメントクラウドファンデ

ィング 33やふるさと納税（企業版を含む）など、多様な資金調達スキームの活用に取り組み、財

源の確保に努めます。 

 

――――――――――――――――― 

33 自治体が行う寄附募集制度。自治体が抱える問題解決のため、寄附金の使い道をより具体的にプロジェクト

化し、そのプロジェクトに共感した人たちから寄附を募る仕組み。 

 

１９．県有資産のデジタルマネジメント 

 県は、様々な施設や資産を保有・管理しており、これらの県有資産等の管理を効率化すること

で、管理業務の労力やコストを低減するとともに、有効活用を促進する必要があるため、本県で

は、部局横断型のタスクフォース*を設置し、県有財産の管理台帳の高度化について検討を進め

ています。 

 今後も、ＡＩ*等のデジタル技術やデータを利活用したマネジメント手法の確立により、施設

や資産等の見える化を図り、全体の最適化や維持管理コストの縮減に取り組むとともに、効率的

な管理や利用促進を目指します。 

 

(6) チーム愛媛のＤＸ 

２０．県・市町連携の深化によるＤＸ推進 

 本県では、2021 年（令和３年）３月に知事及び全 20 市町長が「愛媛県・市町ＤＸ協働宣言」

に署名するとともに、同年４月に「愛媛県・市町ＤＸ推進会議」を設立し、県内自治体が連携し

ながらＤＸの推進に取り組んでいます。 

これまでに、推進会議では、県及び市町のＤＸ担当職員がオンラインコミュニケーションツー

ルを活用して日常的に情報共有を行うとともに、定期的なオフライン研修会も開催し、モデルと

なり得る先進事例の発表やワークショップによる意見集約を行うことにより、県・市町間の職員

同士の連携を促進しつつ、より効果的な協働の取組みを推進してきました。 

 今後とも、外部人材の専門的な知見を生かしつつ、自治体や部門の枠を越えた職員同士が勉強

会等で連携を図りながら、様々な共通課題に取り組む枠組みを拡大するなど、「チーム愛媛」の

取組みを深化させ、自治体規模等の格差を克服しつつ全県的なデジタル社会の実現を目指します。 

 

２１．システムの標準化・共同化・クラウド化*の推進 

 行政が運営する各種システムは市町ごとに導入されているものが多く、調達コスト増大の一因

となっているほか、県と市町間の連携を難しくしている要因ともなっていることから、本県では、

県民本位の行政サービスを県内全域で展開するとともに、そのコストを低減するため、電子入札

システムや手のひら県庁*の共同利用を実施してきました。 

 引き続き、県と市町が連携して、国が進める自治体の情報システムの標準化・共同化・クラウ

ド化を推進し、一部で実装が実現している「書かない窓口*」への市町の円滑な対応を支援するほ

か、県民の利便性向上につながるマイナンバーカードを用いた行政手続きのオンライン化を加速
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するため、市町の業務フローの標準化やデジタル技術導入による業務効率化にも県が主導して、

構想段階から市町と議論を行いながら取り組みます。 

 

２２．県・市町一体となったデータ利活用の推進 

 県と市町の連携を基盤としてチーム愛媛でＤＸを推進する中で、ＤＸの前提条件であるデータ

利活用は、県と市町が歩調を合わせて取り組むことで相乗効果が期待できるため、これまで県で

は、市町における官民データ利活用推進計画の策定や外部の専門人材を交えた個別団体ごとのデ

ータ利活用を支援してきました。 

今後は、県オープンデータカタログサイトを活用した市町データの情報提供を実現し、チーム

愛媛としてのデータ提供体制を充実させることで、民間によるオープンデータ*を活用した価値

創造につなげるとともに、県が構築したデータ連携基盤*の共同利用の検討を進めるなど、県・市

町一体となったデータ利活用を推進します。 

また、国のオープンデータカタログサイトとの連携に向けて、県・市町のオープンデータの掲

載を積極的に進め、より多くの利用者にデータが活用されることを目指します。 

 

２３．高度デジタル人材のシェアリング 

 ＤＸの推進には、デジタルの各分野に通じた高い専門性を有する外部人材等を確保し配置する

ことが欠かせないことから、本県ではこれらの外部人材を県と市町が共同で確保し、シェアする

仕組みを確立することで、各自治体の人的・財政的負担の軽減を図りながら高度なサポートを受

け、課題の解決に効果的に取り組むことができる体制を構築しています。 

 今後は、市町ごとの進捗度合いに応じ、より多様な分野の高度デジタル人材を柔軟に活用でき

る体制を構築するとともに、単一自治体の枠を越えた広域連携の取組みにも注力することで、本

県の実情に即した全県的なＤＸの実現を目指します。 

 

２４．デジタル人材の育成に係る共通方針の策定 

 県と市町は、高度デジタル人材をシェアしながら、ＤＸによる課題解決に向けた取組みを推進

しているところですが、多様な分野にわたる自治体の施策においてＤＸを加速させていくために

は、自治体職員自身がデジタル技術に関する知識を習得するとともに、状況に応じ適切に活用で

きるようスキルアップすることが重要であり、高度デジタル人材とも効果的に協働できるよう、

職員のデジタルリテラシー*向上を図る必要があります。 

 このため本県では、県及び市町職員向けの各種ＤＸ研修等を実施してきたところですが、今後

は、市町とも意見交換を行いながら、求められる人材像を明確にしつつ、必要となる知識や技術

等を検討・設定し、職員をデジタル人材として育成するための共通方針の策定に取り組みます。 

 

２５．ＤＸモデル事例の創出と横展開 

 デジタル化の進展に伴い、自治体内でＤＸの認知度も上がってきているものの、まだまだ先例

の少ない取組みであり、推進に当たっては難しさを感じている市町も依然として多い状況です。 

 このため本県では、市町における先行事例や、意欲的な市町によるモデルプロジェクトをオフ

ラインの会議等において発表・共有する機会を設けるほか、エールラボえひめ*を活用し、民間事

業者と協働したデジタル実装に向けた取組みを展開してきたところであり、引き続き、モデルと

なるような成果を積極的に共有し、横展開していくことで、県・市町協働による更なるＤＸを推

進します。 
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（参考） 

 第１期戦略掲載項目であったもので、他の戦術（本戦略戦術２０）と統合した取組み 

 ・愛媛県・市町ＤＸ推進会議の設置（第１期戦略戦術２３）  
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２ 暮らしのＤＸ 

(1) 安全・安心なスマート防災の実現 

２６．デジタル技術を活用した災害対応能力の向上 

近い将来、南海トラフ地震等の発生が懸念される中、頻発する自然災害等の教訓を踏まえ、県

民の生命・身体・財産を守り、被害を最小限に抑えるためには、デジタル技術を有効に活用し、

災害状況を的確に把握して県民の避難につながる効果的な情報等を提供することが必要である

ことから、これまで本県では、災害時の情報収集能力の向上に向け、愛媛県版ドローンオペレー

ションの実証や５Ｇを活用した高精細映像の伝送等に取り組んできました。 

今後は、災害対策本部において災害発生状況の把握・分析・情報発信等が迅速かつ効果的に運

営できるよう、2025年度（令和７年度）に県庁第二別館に移転する防災オペレーションルームの

機能充実・強化に取り組みます。 

また、災害情報システムによる国・市町等とのデータ連携を含めたデータ収集能力の向上を図

り、県民に、避難の判断に必要となる情報等を迅速に分かりやすく伝達することを目指すなど災

害対応能力の向上に努めるとともに、引き続きオンラインを活用して防災・減災の効果的な啓発

活動に取り組んでいきます。 

 

２７．アプリ・ＳＮＳ等を活用した安全・安心情報の把握と提供  

 個人による情報発信が一般的になる中、災害時にもＳＮＳ等による情報発信が有効に機能する

事例が増えており、実質的なインフラの一つとして、正確な情報の把握にも寄与しているため、

これまで本県においても、県民により発信された情報を災害情報システムで確認することで、被

害の状況把握等に生かしてきました。 

 今後も、アプリやＳＮＳ等を活用して、被害の状況に加え、誰ひとり取り残すことのないよう、

必要な情報をプッシュ型*で県民に届けることで、県民の置かれた状況に応じた情報提供を実現

し、県民の生命・身体・財産を守ります。 

 

２８．災害に強い情報通信環境の整備・充実 

 西日本豪雨災害からの創造的復興に県を挙げて取り組んでいる中、今後も、勢力を増す台風や

豪雨災害はもちろん、南海トラフ地震等に備えるため、災害がいつ発生しても的確に対応でき、

県の業務が継続できる体制が必要です。 

 このため、引き続き災害時にも機能する情報通信インフラの整備・運用や、場所を選ばず業務

環境に接続できる端末の確保に努め、消防・警察活動を含む災害時や緊急時の基幹となる業務や

非常時優先業務の業務継続性を確保し、県民の生命・身体・財産を守ります。 

 

２９．デジタル技術の活用による警備対策の推進 

 災害や事故の発生時に、雑踏警備等において、各警察官が収集した被害状況から迅速に全体像

を把握することや、危険箇所をあらかじめ把握して被害の予防や軽減につなげることが望まれて

いるほか、災害等で警察関係施設が被災した場合でも、警察業務を継続できる環境を構築してお

くことが必要です。 

 今後も、各種データ等を利活用し、災害や突発事案、雑踏警備等の警備対策における迅速な情

報収集と危険箇所の予測等を行い、迅速な対応につなげることを検討するとともに、警察情報通

信業務におけるバックアップセンター*やモバイルネットワーク等の情報通信インフラを整備す
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ることで、災害時の業務継続性を確保します。 

 

(2) デジタルによる防犯・交通安全の推進  

３０．デジタル技術やデータを駆使した防犯 

 犯罪の未然防止により県民の安全・安心な暮らしを守ることは警察業務の根幹であり、デジタ

ル技術やデータを利活用した更なる効果的な取組みが求められる中、本県では愛媛県警察公式防

犯アプリ「まもるナビ」をリリースし、防犯情報のプッシュ通知や各種情報提供、事件・事故等

発生エリアのマップ表示や防犯について学ぶ学習コンテンツの掲載を行うことで、県民に対し安

全・安心に関する情報等の迅速・的確な提供を図ってきました。 

 今後は、新たに開始するカメラ映像解析の高度化のほか、データ分析による効果的な犯罪の予

防・検挙活動等の推進や、地理情報に関するデータを利活用した犯罪分析に引き続き取り組むな

ど、犯罪の検知等にデジタル技術やデータを利活用することで、より効果的な防犯対策に努めま

す。 

 

３１．デジタル技術やデータを駆使した交通安全 

 誰もが安全でスムーズに移動することができる道路環境等を確保するため、これまで本県では、

子どもや高齢者、障がい者がいつでも安全に横断でき周辺住民の生活環境にも配慮した信号交差

点の整備等を実施するほか、「まもるナビ」による事故発生状況や場所の情報提供等を行ってき

ました。 

 今後も引き続き、デジタル技術やデータを利活用し、交通渋滞や事故危険箇所等を予測するな

ど、安全で円滑な道路交通の実現に向けた取組みを推進することで、渋滞と交通事故を減少させ、

県民の安全の向上を図ります。 

 

３２．サイバー犯罪等への対策強化 

 デジタル技術の進展に伴い、サイバー犯罪の増加と、その手口の巧妙化が続いており、サイバ

ー空間における脅威から県民を守るため、本県においてもサイバー犯罪等の取締りの強化に向け、

専門的な知見を有するアドバイザーの活用やサイバー捜査官の育成に取り組んできました。 

 今後も、人的基盤の強化や技術・システムの導入等を継続するとともに、各種資機材を駆使し

たサイバー犯罪捜査及び効果的な抑止対策を推進し、サイバー空間における県民の安全・安心を

確保します。 

 

(3) デジタル教育先進県えひめの加速化 

３３．共生社会の実現とインクルーシブ*教育システムの推進 

 障がいの有無等にかかわらず、誰もが相互に人格と個性を尊重し合える共生社会の実現が強く

求められる中、本県では、インクルーシブ教育システムの理念を踏まえた特別支援教育や、いじ

め・不登校問題への対応に取り組み、新たにメタバース*を活用した学びの機会提供も始めてい

ます。 

 今後も、デジタル技術を活用した各種教材やデジタル教科書、入出力支援装置等の整備、より

実践的な教員のＩＣＴ活用指導力向上を図る研修の実施により、障がいの有無にかかわらず全て

の子どもが持てる力を高めながら学べる環境の構築を図るとともに、ＳＮＳを活用したいじめ相

談対応等を継続し、子ども一人ひとりの状況に応じた学習環境を提供することで、共生社会の形
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成を推進します。 

 

３４．子どもの学びのデジタルシフト 

 本県では、子どもの個別最適な学びの実現に加え、教員の授業力向上や負担軽減を図るため、

本県独自のＣＢＴ*システムや調査結果分析システムを全公立学校に導入し、教員の負担も軽減

しつつ個々の習熟度に合わせた質の高い授業の提供に取り組んできました。 

 今後は、１人１台端末のより効果的な活用に加え、ＣＢＴシステム等の更なる高機能化と教育

データの利活用による学力向上に取り組みます。 

また、オンラインによる県内一斉ライブ授業によるいじめ問題への対策、デジタル人材の育成

にも資するプログラミング教育やＳＴＥＡＭ教育 34を充実させるとともに、端末等の長時間利用

による健康面への影響にも配慮しながら、「えひめっこ情報リテラシーアプリ」の活用により、

子どものネットトラブルの回避にもつながるデジタルリテラシー*の向上に取り組むなど、情報

活用能力の育成や、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図ります。 

 

――――――――――――――――― 

34 Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Arts（芸術）、Mathematics（数学）を統合的

に学習する教育手法。各教科での学習を実社会での課題解決に生かしていくための教科横断的な学習。 

 

３５．教員の教え方のデジタルシフト 

国のＧＩＧＡスクール構想に基づく児童生徒１人１台端末や、コロナ禍への対応のため導入し

たオンライン授業など、近年、子どもへの教え方が大きく変容しており、デジタル機器・技術を

活用した質の高い学びを全ての子どもが享受できるようにするためには、継続的な教員の資質・

能力の向上が必要であることから、本県ではこれまで、ＩＣＴ教育支援員の配置やＬＭＳ35を活

用したオンデマンド*型研修の実施等により教員のデジタルリテラシー*向上に取り組んできまし

た。 

 今後も、ＩＣＴ教育支援員の配置や効果的な研修の実施等に取り組み、教員がデジタル機器・

技術を有効活用して授業を行える環境の充実を図り、これらを活用した指導力の向上を通して、

教育の質の向上を図ります。 

 

――――――――――――――――― 

35 Learning Management System（学習管理システム）の略称で、ｅラーニングの実施に必要な、学習教材の配

信や成績などを統合して管理するシステムのこと。 

 

３６．校務・教育環境のデジタルシフト 

 学校現場を取り巻く環境の複雑化・多様化に伴い、教職員の業務負担の増大が課題となってお

り、本県では、教職員の校務に要する時間と負担の軽減を図るため、統合型校務支援システムの

活用やＩＣＴ教育支援員の配置等を行ってきました。 

 今後も、教育現場で日常化されたＩＣＴ活用に対応するため、全国に先駆け全公立学校に整備

した１人１台端末や電子黒板等の教育用ＩＣＴ機器を始め、基盤となるシステムや通信環境の更

新整備に取り組みます。 

また、テレワークの更なる推進や校務のクラウド活用を促進することで、教職員の負担を軽減

し、効率的に業務に従事できる校務のデジタル化を推進するとともに、デジタル化に合わせ個人

情報の適正な取扱いと情報セキュリティの確保を図るなど、教職員及び児童生徒が機器等を安全
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で安心して利用できる教育環境も実現します。 

 

３７．新しい学びのスタイルの創造と質の向上 

 本県では、2021年（令和３年）に、学校教育活動においてＩＣＴを効果的に活用するための基

本方針である「ＩＣＴ教育推進ガイドライン」を策定し、ＩＣＴ教育に関する実践的な教員研修

の実施や、小学校から高等学校までを見通した体系的で質の高いＩＣＴ教育プログラム開発に取

り組んできました。 

 今後は、これまでのＩＣＴ化の取組みを一段進化させるとともに、周囲の人とより良い関係を

築く力を育成するためのプログラムを開発するなど、ＤＸを通じた新しい学びのスタイルの創造

と質の向上に取り組み、子どもにとって本当に必要な教育の在り方を追求することで、一人ひと

りに即した教育を実現します。 

 

--ＣＯＬＵＭＮ：５--------------------------------------------------------------------------

デジタル技術が可能にする新たな学びと教育 

 

現在の教育システムは、知識を効率的に児童生徒へ伝えていくために生み出されたシステムで

す。学校教育におけるカリキュラムや学年、クラス、そして講義主体の教育方法やテストを中心と

した評価方法は、その代表例であると言えます。 

この教育システムが、明治以降、長きにわたって我が国の発展を支えてきました。 

 

印刷技術、音声映像メディア、コンピュータとインターネットなど、テクノロジーの普及とともに、

私たちの教育もその時々に進歩を遂げてきました。そして、社会全体の DX が進んでいる今、

150 年続いた教育システムも大きな変革期を迎えています。 

 

GIGA スクール構想により、全ての児童生徒が一人 1 台のタブレットなどの情報端末を学習に

使うことができるようになりました。多くの皆さんの記憶にある机の上で教科書とノートを開い

ている授業風景は、児童生徒が大型モニターを見ながら、机上にあるタブレット端末を操作しな

がら学んでいる風景へと変わっています。 

 

もちろん、教育において（あるいは教育に限らず）最も重要なことは、デジタル技術を活用する

ことではなく、何のために新しいデジタル技術を活用するかです。 

教育の場合は、言うまでもなく児童生徒の学びのためにデジタル技術が導入されています。効

率的に学習者を育てる今までの教育システムは、多くの児童生徒にとって有効なものである一方

で、一部の児童生徒にとっては合わない学び方を強いるものでもありました。 

教育における DX は、様々な児童生徒に、それぞれに合った学び方を提供することを可能にし、

今までの教育を大きく変革させるものです。 

 

愛媛県では、新しい教育の基盤となる EILS(えひめ ICT 学習支援システム )を全ての学校へ

導入し、児童生徒の新しい学びの実現を支援しています。教育 DX により、今までの教育に加え

て、児童生徒それぞれが持つ知識や興味関心に合わせた個別最適な学びと、児童生徒同士の協働

的な学びが可能となりました。 

そしてインターネットの活用により、この協働的な学びは教室や学校の中だけでなく、地域、社

会とつながって児童生徒が学ぶことも可能にします。教育 DX がもたらす新たな学びのために、
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今後はデジタルコーディネーターとして、子どもたちと地域の皆様をつなぐ役割も担うことがで

きたらと考えています。 

 

令和５年度愛媛県デジタルコーディネーター 森 秀樹 

----------------------------------------------------------------------------------------- 

 

(4) デジタルによる自分らしい生活の実現 

３８．地域で寄り添うＤＸ環境の醸成 

 住民等に寄り添いながら誰ひとり取り残さずＤＸを推進するため、これまで県では、市町とも

連携しながら高齢者等に対するスマートフォン教室を県下各地域で実施するなどのデジタルデ

バイド*対策を通して、デジタル技術に慣れ親しむことのできる環境づくりに取り組んできまし

た。 

 今後も、地域においてデジタル技術活用が自立的に推進される仕組みづくりや、活用をサポー

トする人材の配置促進など、誰もがデジタル技術に親しみを持ち、恩恵を受けられる環境づくり

に取り組むことで、デジタルインクルージョン*を実現します。 

 

３９．障がいの有無等にかかわらず自分らしく生きられる社会の構築 

 障がい者が、心身機能の障がいや社会的障壁により、生活の中で不自由を強いられることなく、

誰もが住みやすい社会を実現することが求められている中、デジタル技術には、不自由を生み出

している環境の改善にこれまで以上に高いレベルで寄与することが期待されています。 

このため本県では、ＶＲゴーグル*や遠隔手話等による意思疎通支援を促進するほか、「愛媛県

障がい者ＩＣＴサポートセンター」において、ＩＣＴ機器に関する相談や訪問支援のほか、機器

の貸出しや展示・利用体験会等の実施に取り組んできました。 

 引き続き、生活・労働・雇用等、障がい者の社会生活において、デジタル技術を積極的に活用

し社会的障壁をなくすための取組みを推進することで社会参加を支援するほか、障がい福祉施設

等へのＩＣＴ導入を支援することで、誰もが自分らしく生きられる共生社会を目指すとともに、

現場の職員の負担軽減や業務効率化の促進により、利用者に対するサービスの向上につなげます。 

 

４０．デジタル技術の活用による多文化共生社会の実現 

 本県には、90か国以上、１万人以上の外国籍の方が暮らしており、このような多様な外国籍住

民の言語・文化等に配慮し、多文化との共生や相互理解を促進するため、本県では県ホームペー

ジや個別ウェブサイトの多言語化による情報発信を実施してきました。 

 今後も引き続き、デジタル技術の活用を図り、日本語が不得手な方にも必要とする情報を理解

できるような形で届けるため、多言語音声翻訳アプリによる簡便な通訳サービスの利用促進や、

オンラインでの日本語教室を実施するなど、誰ひとり取り残されることなく、安心して暮らして

いくために必要な支援を行います。 

また、国際交流においても、オフラインに加えオンラインを活用し、異なる文化に根差した考

え方や意見等の違いを多様性として認めながら、外国人にとっても暮らしやすい愛媛県を目指し、

これらの取組みを通じて、多文化共生社会の形成を促します。 

 

４１．デジタル技術の活用による生涯学習等の推進 

 県が実施している様々な生涯学習に係る取組みに、継続的な学びの場として、また、横のつな
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がりを持てる場として、これまで以上に多くの県民や全国の本県出身者等にも関わってもらうた

めには、オンラインも活用することが求められています。 

 このため本県では、生涯学習施設講座の一部オンライン化等を実施し、より多くの県民が、場

所を問わず生涯学習に関われる取組みを推進してきたところであり、引き続き県民の生涯学習の

裾野を広げ、生きがいを持って過ごせる社会の構築に向けて取り組みます。 

 また、ＡＩ*により希少動植物を判別できるアプリを活用することで、生物多様性について学

ぶ機会を提供し、ふるさと愛媛の自然環境保全にもつなげます。 

 

４２．教育文化施設のデジタルシフト 

 県立図書館や博物館、美術館といった教育文化施設は、貴重な資料を豊富に所蔵しており、そ

れらの破損・紛失リスクの軽減や長期的な保管と有効活用を図り、県民が時間や場所を問わず芸

術・文化等に触れることができる環境を整えるため、本県では、各施設における所蔵資料のデジ

タル化とその公開に取り組んできました。 

今後も、デジタル化資料の拡充や多様なコレクション情報にオンラインでアクセスできる仕組

みづくりを推進するほか、電子書籍の充実や図書の自動貸出・返却システムの導入を検討するな

ど、施設を訪れなくても資料や図書等を利活用できる環境の整備と施設利用者の利便性向上を図

り、実物を鑑賞するための来館の契機にもつなげます。 

 

４３．ｅスポーツ*の推進 

 ｅスポーツは、年齢、性別や障がいの垣根なく、誰もが生涯楽しめるスポーツコンテンツとし

て、年々、競技人口が拡大し、共生社会推進の一翼を担う取組みとして大いに注目を集めている

ことから、本県では、障がい者も気軽にｅスポーツを実施できるよう障がい者施設等への環境整

備等を行うほか、障がい者と健常者の区分のない競技大会の実施に取り組んできました。 

今後も引き続き、民間や教育機関とも連携しながらｅスポーツの普及拡大を図るとともに、民

間が自立してｅスポーツ活動を行えるような環境づくりに努め、ｅスポーツを通して障がい者の

生きがいづくりや社会参加の促進、健常者との交流を通じた共生社会が実現されるよう取り組み

ます。 

 

(5) ライフステージに応じたＤＸの推進 

４４．多様な働き方で実現する自分らしく充実した暮らし 

 働き方改革関連法 36に基づき、国民がそれぞれの実情に応じた多様な働き方を選択できる社会

の実現に向けて国全体が取り組む中、育児・介護・治療と仕事の両立など県民が日々の生活の中

で抱えている課題を解消するため、本県では、県内事業者等を対象とした働き方改革に関するセ

ミナーや個別企業コンサルティングの実施のほか、専門家派遣によるテレワーク導入の伴走支援

等を行ってきました。 

今後も、デジタル技術も活用して誰もが自分らしくやりがいを持って働けるよう、事業者のデ

ジタル化やテレワーク活用による働き方改革に関する取組みを支援するほか、デジタル技術を習

得した方がテレワーク等により就労できるよう支援します。 

また、県民個々の立場に立った助言や相談をオンラインで提供できる取組みを総合的に検討し、

これまでの支援制度では十分に社会参画できなかった方や、アナログ的な手法のみでは対応でき

なかった方が、積極的に社会に参画でき、自分らしく充実して暮らせるような環境づくりに努め

ます。 



34 

 

 

――――――――――――――――― 

36 平成30年法律第71号  

 

４５．データ利活用による健康増進 

 デジタル技術の進展に伴い、スマートフォンやウェアラブルデバイス*の普及とアプリの高度

化が進み、誰もが自分の健康データを容易に取得し利活用できる時代を迎え、本県では、国民健

康保険加入者を対象に導入したスマートヘルスケアアプリを活用した健康意識の改善に取り組

むほか、県民約110万人の健診・医療等ビッグデータの分析・活用による健康づくりの取組みを

促進してきました。 

これらの取組成果をしっかりと分析し、より効果的な手法を検討しながら、引き続き、県民に

対し生活習慣の改善等の行動変容を促すことで、健康寿命の延伸や医療費の適正化を目指します。 

 

４６．医療情報の伝達や共有の促進 

 島しょ部や半島、山間部などの地理的条件にかかわらず、全ての県民に必要な医療が提供され

ることが求められる中、本県では、医師不足地域において、５ＧやＩＣＴを活用した高精細映像

の伝送や診療情報共有により、遠隔医療支援体制の構築や若手医師の研修支援に取り組むほか、

救急医療システムのデジタル化により、消防機関と救急医療機関の連携や病院間の連携等を推進

してきました。 

今後は、国のマイナンバーカードの活用促進の動きを踏まえ、マイナンバーカードを活用した

医療機関の受診環境整備や医療費助成等の情報連携の強化を図るほか、オンライン診療の促進に

も取り組み、条件不利地域を含めた県内全域での医療提供体制と救急医療体制の構築・維持確保

を図り、県民誰もが安心して、希望する地域で暮らしていける社会の実現に努めます。 

 

４７．結婚・妊娠・出産・子育てのワンストップ支援 

 少子化が進む中、結婚、妊娠、出産、子育てを望む人たちが、それぞれのライフステージに即

した情報提供や支援を受けられることの重要性が高まり、オンラインで利用できる支援が一層求

められるようになっていることから、本県では従来から、オンライン婚活の推進や愛顔の子育て

応援アプリ「きらきらナビ」の活用促進等に取り組んできました。 

今後も、結婚から、妊娠・出産・子育てまでの総合的なワンストップ支援体制の充実を図るこ

とで、希望する家庭像や人生の実現をサポートする環境を構築します。 

 

４８．高齢者福祉のＤＸ 

 高齢者人口が増加していく一方、それを支える生産年齢人口が減少していくことが見込まれる

中で、介護の担い手不足が大きな社会的課題となっており、本県では、業務の省力化・効率化の

ため、ＡＩ*を活用したケアプラン作成の実証を進め、導入促進に取り組むほか、ＩＣＴ機器や介

護ロボット等の導入による介護現場の業務効率化を促進してきました。 

引き続き、デジタル技術を活用した高齢者福祉に関わる業務やサービスの高度化に取り組み、

高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも安心して自分らしく愛顔で暮らせる共生社会づくりを推

進します。 

 

（参考） 

 第１期戦略掲載項目であったもので、他の戦術（本戦略戦術３９）と統合した項目 
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 ・意思疎通支援の拡充と心のバリアフリーの促進（第１期戦略戦術５１） 

 

--ＣＯＬＵＭＮ：６--------------------------------------------------------------------------

人生100 年時代における健康管理 

～より長く元気に生きる時代に向けて～ 

 

日本では高齢者の数が急速に増加しています。私たちの愛媛県では、全国より先んじて高齢化

が進んでおり、65歳以上の人口は44万人を超え、33%の方が高齢者といえる年齢に達してい

ます。このような中で、歳を重ねてもなお、健康に過ごしたい、というのは全ての方の願いでしょ

う。ゆえに、病気や怪我によって健康を損なう前に、自分自身で健康管理を行い、病気を予防する

ことが必要になってきています。「健康自己管理時代 」になっているとも言えます。 

 

そのためには、単に長生きするだけが目的ではなく、健康な生活を長く続けることが目標にな

ります。よって、病院にかかる前に自己管理で健康を維持し、病気を予防することが大切になりま

す。 

毎日十分な睡眠を取り、血圧、体重などを記録し、管理することが第一歩です。また、運動量や

食事などに気を配ることも大切でしょう。従来は、紙に記録することが一般的だった健康管理も、

昨今のデジタル化やセンサの改良によって、多くの健康記録が自動的にできるようになりました。

また、多くのデータを統合的に分析し、どのような生活改善をするべきかを、自動的に提案してく

れる技術も普及してきました。 

 

本戦略では、健康自己管理時代に必要な、デジタル技術の普及を目指しています。将来的に、病

気になる前のデータを蓄積しておくことで、いざ病気になったときにも、より体の負担が少なく、

入院期間の短い診療方法を選択することもできるようになると、期待もできます。 

デジタル化やスマートフォン、スマートウォッチといった言葉に抵抗がある人も多いかと思いま

す。しかし、これらの技術の本質は、面倒なことを自動的にやってくれることです。人生100年時

代、これから元気に生きていく上で最も大切な健康を維持するために、これらの技術を使う機会

をぜひ増やしていただけたらと思います。 

 

本県では、誰でも使えるデジタル技術と健康の融合を目指して、普及が進むように「データ利活

用による健康増進」に向けた活動をしていきます。ご自身とご家族の健康のために、ぜひ積極的

に参加をお願いします。 

 

令和５年度愛媛県デジタルコーディネーター 垣立 浩 

----------------------------------------------------------------------------------------- 

 

(6) デジタルでつなぐまちづくり 

４９．地域交通の利便性向上と最適化 

 地域公共交通は、少子化に伴う人口減少等により通勤・通学での利用が減少し、減便や路線廃

止等の懸念を抱え、本県においても地域住民の暮らしに不可欠な地域公共交通の維持・活性化が

重要かつ喫緊の課題となっているため、これまで本県では、ＭａａＳ37の推進に係るセミナーの

実施や、市町や交通事業者等との連携による大型イベントの開催時期に合わせたＭａａＳのモデ
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ル実証等に取り組んできました。 

今後は、自動運転技術、カーシェアリング等、移動に係るあらゆる技術・サービスをデータと

組み合わせることで、地域交通の利便性向上やオンデマンド*交通の導入検討などによる最適化

を図り、交通弱者の課題を解決し、県民の暮らしの質向上につながる交通環境整備に努めます。 

 

――――――――――――――――― 

37 Mobility as a Serviceの略称。いろいろな種類の交通サービスを、需要に応じて利用できる一つの移動サ

ービスに統合することであり、例えば、スマートフォンやアプリ等を活用し、地域住民や旅行者一人ひとりの

トリップ単位（人がある目的を持って、ある地点からある地点へ移動する単位）での移動ニーズに対応して、

複数の公共交通やそれ以外のサービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービス。 

 

５０．データを駆使したまちづくりの推進 

まちづくりに関する様々なデータを取得し、現状把握と分析、シミュレーションによって効果

的な災害対策や交通対策等を講じ、人にやさしいまちづくりの推進を図る手法が浸透する中、そ

の具体的な手段として、仮想空間に現実の地形や建物、交通網等を再現して人流・物流のモニタ

リングや輸送効率等を計測するためのシミュレーションを行い、現実世界での対策にフィードバ

ックするデジタルツイン*を導入する自治体も増加しています。 

このため、本県においても、一部地域の河川水位や急傾斜地の斜度データをセンシング技術 38

等の活用によりリアルタイムで収集し、オープンデータ*として共有・可視化を行うことで防災

対策に生かす取組みなどを開始しています。今後は、庁内外のデータ共有・可視化等を拡充し、

データを駆使して、公共インフラに係る保守管理の効率化や防災・減災、スムーズな交通の確保

など各種施策に取り組むために必要な仕組みを検討するとともに、デジタルツイン導入の前提と

なる３Ｄ都市モデル*の整備・活用に向けた研究等を行い、地域・社会のスマート化*を推進する

ことで、誰もが安心して住み続けられるまちづくりに努めます。 

 

――――――――――――――――― 

38 感知器（センサ）等を使用して、様々な情報を計測し、数値化する技術の総称。 

 

５１．キャッシュレス決済の普及・啓発と利用促進 

キャッシュレスを推進することで、消費者にとっては現金を持たない買い物が可能になり、紛

失や盗難等のリスクが軽減されるとともに、事業者にとっては現金管理コストの削減による生産

性向上、さらには、新しい生活様式への対応が図られるなど、様々なメリットが期待されること

から、本県では、商店街活性化の観点から実態調査や先進地の状況を確認し、普及啓発に取り組

んできました。 

 今後も引き続き、利用者のデジタルリテラシー*向上を含むキャッシュレス決済の普及・啓発

等に取り組むことで、消費生活における利便性を向上させます。 

 

５２．条件不利地域における情報通信基盤の整備促進 

デジタル技術やデータの利活用が急速に進展する中、これを支える情報通信基盤の整備は不可

欠であり、都市部と地方で格差が生じないよう、とりわけ条件不利地域を抱える地方での整備は

ますます重要になっています。 

 このため本県では、市町や通信事業者等を構成員に含む地域協議会を国と共同で設置し、地域

へのデジタル実装とインフラ整備のマッチングを推進する体制を強化するとともに、産学官が連
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携し、ローカル５Ｇ*を含めた次世代情報通信基盤の整備促進に取り組んできたところであり、

今後も、居住する地域にかかわらず県民がデジタル化による恩恵を享受できる環境整備に努めま

す。 

 

５３．オンラインによる交流・関係人口の創出・拡大 

 地域外の人々や企業・教育機関など様々な主体との交流は、地域に新たな活力をもたらす原動

力であり、人口増に直接つながる移住者の誘致だけでなく、交流・関係人口を増加させることは

地方創生の重要な取組みであるため、これまで本県では、地域間交流の促進や関係構築に向けた

取組みを推進してきました。 

 今後も、オフラインでの交流等は継続しながら、オンラインでの移住相談会やバーチャル体験

ツアーの開催などに当たってはデジタルマーケティング*も活用し、交流・関係人口を創出・拡大

する取組みを推進することで、より多くの県外在住者に、本県に関わるきっかけを提供するとと

もに、外からの視点や意見等を積極的に取り入れつつ地域の魅力を磨き上げ、観光交流の促進や

県産品の販路拡大を図ることで、地域の活性化につなげます。 

 

５４．地域の住民による課題解決の実現 

デジタル技術の進展に伴い、オンライン等により専門的な知見を有する人材や企業等とのコラ

ボレーションが普及し、地域の課題を地域団体や住民自らが解決に取り組む際の大きな力となる

中、本県では、2021 年度（令和３年度）からエールラボえひめ*によるコミュニティやプロジェ

クトの創出を支援し、県民や企業等が協働する約 100 プロジェクトの創出につなげてきました。 

 今後は、県主導により進めてきたプラットフォーム運営について民間主導への転換を進め、積

極的に好事例の共有・横展開を行い、プロジェクト化を目指す課題や課題解決を実現された参画

企業等を含むプロジェクトメンバーの共有・ネットワーク化による他地域への波及を促進するほ

か、地域で市町職員等が中心となり実践するＤＸの取組みを支援することで、地域課題の解決を

後押しします。 
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３ 産業のＤＸ 

(1) 産業のＤＸを担う人材・企業づくり 

５５．官民共創ＤＸによる地域経済活性化 

 デジタル技術の進化は非常に速く、その裾野も非常に幅広いため、ＤＸによる地域の社会経済

の変革に有効かつ適切に活用するためには、県内外の様々な事業者や団体・個人の知見やノウハ

ウ等を幅広く取り込み、共創を進めていくことが不可欠となります。 

このため本県では、エールラボえひめ*を活用した県内外の事業者等が参加し意見交換等を自

由に行うことができる環境を整えるとともに、先進的な県外ＩＴ企業等と連携した実証実験の誘

致のほか、県・県内事業者・デジタル関連企業の３者が協働し、最新のデジタル技術を現場に実

装する「トライアングルエヒメ*」などに取り組んできました（COLUMN１参照）。 

今後も、これらの取組みを通じた実装分野の拡大と成果の定着・横展開を図りながら、本県産

業の稼ぐ力等を強化するほか、県・市町連携による広域的課題の解決にも取り組むことで、本県

が「デジタル実装の聖地」として認知されることを目指すとともに、県外のデジタル関連企業の

誘致や県内ブランチオフィスの展開など着実な県内でのビジネスモデルにもつなげることによ

り、官民共創ＤＸによる課題解決や価値創造を通じた地域経済活性化に取り組みます。 

 

５６．中小企業等のデジタルシフト 

 県内の多くの中小企業等では、ＤＸ推進の必要性は認識されているものの、まだまだ具体的な

取組みや対応策に悩んでいる状況もあり、中小企業等に寄り添って課題や具体策を明らかにしつ

つ、適切な取組みにつなげていくことが必要であるため、これまで本県では、ＤＸ伴走支援アド

バイザーの派遣や経営層に向けたＤＸ導入イメージを深めるセミナー等を行うとともに、行政職

員と共に学び、組織内のＤＸ推進リーダーを担う人材を育成する研修等を実施してきました。 

 引き続き、中小企業等のＤＸに関する相談窓口を設置するなど、適切な助言・支援等を行う体

制を整備するほか、中小企業等の業務効率化や生産性の向上のための補助事業等を実施し、ＲＰ

Ａ*やＡＩ*技術の活用・普及検討等により新規ビジネス創出支援を図るとともに、働き方改革や

人材確保を支援します。 

 

５７．未来を切り拓くデジタル人材の育成・確保 

 ＤＸ推進を支えるＩＴエンジニアを含むデジタル人材の育成・確保が喫緊の課題となっている

ため、本県では 2021 年（令和４年）に「あたらしい愛媛の未来を切り拓くＤＸ実行プラン」を

策定し、2030年度（令和12年度）までにデジタル人材を１万人輩出するという高い目標を設定

して産学官一体となった取組みを進めています。 

 具体的には、産学官連携によるオール愛媛での推進体制の構築や人材と企業とのマッチング支

援、県内大学との協定に基づく情報学部・学科等新設に向けた準備、ネパールを始め海外や首都

圏等からの人材誘致等に取り組んできました。 

今後は、新たに県内の４大学（愛媛大学、人間環境大学、松山東雲女子大学、松山大学）と連

携した人材育成や育成した人材の県内定着、企業のＤＸに向け多様な層を対象にしたリスキリン

グ*支援に取り組むほか、引き続き国内外からの人材誘致やデジタル関連スタートアップの創出

支援等に取り組むなど、県内事業者が求めるデジタル人材の育成・確保を強力に推進することで、

県内の様々な業種でのＤＸの実践を下支えし、県内産業の競争力の強化を図ります。 
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５８．ワーケーション*とサテライトオフィス誘致の促進 

産業・観光の振興や関係人口の創出を目的とし、仕事（ワーク）と旅行（バケーション）を兼

ねた新しい滞在スタイル「ワーケーション」や、地方で働く場所としてサテライトオフィスに対

する地方の注目は高く、国内の各地で積極的な誘致活動が展開される中、これまで本県において

も、本県オリジナルの企業合宿型のワーケーション誘致やコワーキングスペース*・サテライト

オフィスの整備誘致に取り組んできました。 

地域間競争を勝ち抜くには、訴求力のある誘致活動を展開し、利用者の立場に立った受入環境

を整える必要があるため、引き続き、市町や民間事業者と連携して、高速通信環境やデジタル機

器等を整備したシェアオフィス・コワーキングスペースを活用し、都市部と地域との継続的な関

係構築につながるワーケーションの誘致や、企業のサテライトオフィス、テレワーカーの誘致に

取り組みます。 

これらの取組みを通じて、ワーケーションやテレワークに訪れる来県者を増やすとともに、来

県者からのアンケート集計データを基にデジタルマーケティング*も活用し、観光資源や歴史・

文化などのほか、地域の課題解決も含めて県内各地域に関心を持ってもらえる関係人口の増加を

目指します。 

 

５９．テレワークを活用した就労の促進 

働き方改革の進展やコロナ禍を受けて、自然が豊かでストレスの少ない地方に居住したままで、

都市部の企業に雇用され、テレワークにより働くという就業形態に注目が集まっているほか、兼

業・副業、フリーランスとして自身のライフスタイルに合わせてオンラインにより仕事を請け負

う就労形態も広がっています。 

このため本県では、育児や介護などで働き方に制約を受けやすい女性がデジタルスキルを習得

し、テレワークにより首都圏等の単価の高い業務案件を受注することで、愛媛に居ながらにして

自立と活躍を実現する「愛媛でじたる女子プロジェクト」を推進してきたところであり、今後も、

事業所を誘致して地域住民の雇用創出に結びつけるという従来型の手法だけでなく、本社や事業

所の立地に左右されない新たな働き方を実現することで、地域経済の活性化や人口減少対策につ

なげます。 

 

６０．先進的な情報通信技術を活用した産業振興 

 本県では、産業技術研究所内に久米窪田５Ｇラボを設置し、無線通信モジュール*の電波強度

や接続状況の解析・評価試験を行う環境を整備するとともに、民間事業者が設置した屋外ローカ

ル５Ｇ*基地局とも連動して、屋内外での実証環境を用意しているほか、しまなみ海道沿いの絶

景ポイントで自動撮影した映像をローカル５Ｇにより伝送してサイクリストのオリジナルロー

ドムービーを作成・提供するという先駆的な取組みを行ってきました。 

 今後も、このような取組みを生かして、民間事業者や高等教育機関等とも連携しながら、ロー

カル５Ｇを始め先進的な技術を活用した取組みの更なる展開も進めていくほか、民間事業者によ

る５Ｇ製品の研究開発等を支援するなど、県内産業の振興に取り組むことで、企業活動の効率化

や生産性の向上、ひいては県民の暮らしの安全・安心の確保や利便性向上に努めます。 

 

(2) スマート農林水産業の愛媛発モデルの展開 

６１．スマート農林水産業の担い手となるデジタル人材の育成 

ＤＸの推進により、労働集約型の農林水産業の在り方を変革し、高齢化や担い手不足、業務の
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効率化など様々な課題の解決と「儲かる産業」への飛躍を目指す本県において、農林水産業のＤ

Ｘを支えるデジタル人材の育成も急務となっています。 

このため本県では、令和５年度（2023年度）から、県立農業大学校（えひめ未来農業カレッジ）

において、新たにデジタル技術の活用など最先端技術を学ぶ「農業ＤＸ」教育を開始するととも

に、林業研究センターや水産研究センター等において生産活動等のスマート化*を図るための研

修を開始するなど、それぞれの専門分野はもとより、ＤＸの概論について学ぶ機会も提供してお

り、今後も、デジタル技術やデータを有効に活用し、次代の本県農林水産業を担う人材の育成に

注力します。 

 

６２．スマート農業の推進 

担い手や需要の減少、自然災害の増など、農業を取り巻く環境が一段と厳しさを増す中、飛躍

的な生産性向上が可能となるスマート農業技術の速やかな現場実装により、儲かる農業を実現す

るため、本県では2023年（令和５年）に「愛媛県スマート農業推進方針」を策定し、人材育成、

技術開発・実証、持続的な農業の実現と実践環境の整備に取り組んできました。 

これまで、水田自動給水装置・収量コンバイン等の導入や、急傾斜かんきつ園地向け自立走行

ロボット（ロボット台車）の開発など、省力化と高品質化に向けた研究開発や実証、普及に取り

組むほか、５Ｇ通信を活用し生産現場と専門家を結ぶ遠隔診断システムの構築等を進めており、

今後も、企業や大学とも連携しながら、ロボット技術やデータ等を利活用した現地実証を進め、

農産物の高品質化と農業生産性の向上を図り、生産者の所得向上や県内経済の活性化を目指しま

す。 

 

６３．スマート畜産業の推進 

畜産の現場では、担い手の減少や高齢化の進展に伴い労働力不足や生産性低下等の課題が顕在

化しており、省力化・効率化を一層進めることが求められています。 

このため本県では、生産現場のニーズが高い家畜生体情報の高度利用技術の確立に取り組むと

ともに、生産性向上に向けて蓄積しているノウハウを生かしつつ、ロボット搾乳に対応した飼養

技術の確立など、本県の実情に合った酪農スマート農業モデルの開発・普及を進めてきました。 

 今後も、デジタル技術を活用したスマート化*を一層推進し、データに基づく業務管理や効率

化とともに、デジタル技術を活用した販売促進を進め、生産者の所得向上等を目指すほか、家畜

伝染病発生時等の迅速な対応を行うため、畜産農家と県との情報共有を進め、的確かつ早期の農

家指導を可能にする総合的な連絡・支援体制の構築を検討します。 

 

６４．スマート林業の推進 

本県林業は、担い手不足に加え、零細な経営規模のため採算性が低いという課題を有しており、

これまで本県では、生産性向上を図るため、航空レーザデータ活用による森林ＧＩＳ*等の整備

により、各種データのデジタル化による効率的な森林経営・管理や、最新のＩＣＴ技術を活用し

た木材生産管理等のシステムの実証実験を進めてきました。 

今後も、レーザ計測や森林ＧＩＳを活用して森林の調査や収支予測を行うことができるよう、

林業事業体等の施業実績や市町の行政情報のデータを一元化するとともに、生産・管理・加工・

販売等あらゆる段階において、最先端技術とデータの利活用を促進することで、効率的な林業経

営を確立し、生産性や収益の向上を目指します。 
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６５．スマート水産業の推進 

水産資源の減少とともに、人口減少や魚離れにより国内消費も減少する中、拡大する海外市場

を見据えながら市場の多様なニーズに対応していくためには、水産県として培ってきたノウハウ

を生かしつつ、養殖業における飼育管理技術の更なる高度化が求められています。 

このため本県では、産学官連携によるローカル５Ｇ*技術を活用したデータ収集に関する実証

実験や利活用の検討を行うとともに、魚病等のリアルタイム遠隔診断システムを構築するほか、

宇和海のリアルタイム水温情報収集・提供等の取組みを発展させてきました。 

引き続き、行政や企業、研究機関等との連携を強化しつつ、海面養殖業を基幹産業の一つとす

る本県ならではのスマート水産業に向けた取組みを加速させることで、水産業における省力化や

生産性の向上による漁家所得の向上を目指します。 

 

６６．試験研究のデジタルシフト（農林水産研究所） 

農林水産業における様々な課題を解決しながら、活力ある産業として発展させるためには、品

種改良や適切な栽培・飼育方法の研究等の実施が重要です。 

このため、これまで本県では、各試験研究機関において、気象データの把握・提供や、センシ

ング技術*による様々なデータの取得とＡＩ*による解析・現場へのフィードバック、ドローン等

のスマート技術の導入実証など、生産者ニーズに応じた試験研究におけるデジタル技術の活用検

討のほか、現地調査の省力化などデジタル技術活用により研究員が試験研究に注力できる環境づ

くりに努めてきたところであり、今後も試験研究機関としての機能強化を図り、生産現場と一体

となったスマート農林水産業を推進します。 

 

（参考） 

 第１期戦略掲載項目であったもので、実現・一般化された取組み 

 ・スマート６次産業化への挑戦（第１期戦略戦術６８） 

 

--ＣＯＬＵＭＮ：７--------------------------------------------------------------------------

農業データベースの構築と活用 

～農業ビッグデータの収集と利活用による次世代農業の展開～ 

 

これまでの農業政策の立案や食糧生産は、主に、経験に基づいて行われてきました。特に、農作

物栽培や家畜飼育は、専門知識が求められるだけではなく、生産者の経験と勘、すなわち、職人技

に負うところが大きい職業分野です。 

 

これらの経験と勘を、誰でも理解・実行できる一般的な規則性に変換することができれば、食

料の生産性を飛躍的に向上できます。 

そのためには、栽培・飼育プロセスの方法や規模、また、異常気象や家畜の病気などにより発生

した被害などの様々な膨大な情報も取りまとめて統合的に俯瞰し、収量性や品質向上に資する生

産方式を見いだすことが効果的です。 

 

また、県内の農業生産活動を安定化させるために、県内には多数の農業用施設（ダムや水路な

ど）が配置されています。それらの個々の施設の機能を維持するためには、管理・修繕・老朽化し

た施設の更新を適切なタイミングで確実に実行することが求められます。これらの作業は、過去

に行った施設管理の履歴情報や雨量などの気象情報を参照することが必須となります。 
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上述の生産活動や施設管理に関する情報は大規模なビッグデータであり、用紙に手書きされ

た情報（レガシーデータ）やパソコンで入力された電子情報として保存されています。これらのビ

ッグデータを取りまとめて、行政や生産者が検索・閲覧可能とすることにより、いままでは発見す

ることができなかった、より効率的・効果的な生産プロセスを見いだすためのデジタル情報基盤

が整います。 

 

そこで、愛媛県では、農業情報の収集と統合化を行うためのデータベース構築を進めています。

データベースは、サーバにデータを保存するだけではなく、ウェブブラウザを通して、マウス操作

などで直感的かつ容易に操作可能なウェブページ画面（ウェブインターフェース）を備えているこ

とも求められます。 

そのため、情報の検索から閲覧までの一連の流れを円滑に実行できるウェブインターフェース

のデザインも含めて、システム開発を進めています。 

この農業データベースの開発と利用により、たとえば、家畜の疾病発生イベントの回避や気象

予測情報と連動した用水管理など、これまで経験と勘に依存してきた複雑かつ膨大な作業を誰で

も効率的・的確に実行可能な次世代型の農業が創出されると期待されます。 

 

令和５年度愛媛県デジタルコーディネーター 矢野 健太郎 

----------------------------------------------------------------------------------------- 

 

(3) スマートものづくりによる技術革新  

６７．スマートファクトリー39の推進 

 データ連携基盤*等により各種センサデータ等を連携し、新たな価値を生み出すスマートシテ

ィの取組みの一環や、ローカル５Ｇ*の工場導入等により、スマートファクトリーの実証が進め

られており、東予地域を中心にものづくり産業が集積している本県においてもニーズが高まりつ

つあるため、これまで本県では、久米窪田５Ｇラボの活用や、県内企業との連携も生かしながら、

スマートファクトリーの事例を研究し、県内事業者に情報提供や導入を促してきました。 

 今後も、県内企業によるモデルケースを積み重ね、ＩｏＴ*を活用した工程管理等を支援する

ことで、品質や生産性の向上、製品化・量産化の期間短縮やコスト削減、人手不足解消、新たな

付加価値の提供等を目指します。 

 

――――――――――――――――― 

39 一般的に、データ利活用やデジタル技術により業務プロセスを改革し、品質・生産性を向上させた工場のこ

と。 

 

６８．ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ40の促進 

 建設産業においても、労働力不足が深刻な問題であり、労働生産性の向上が求められているこ

とから、本県では、建設現場におけるＩＣＴ施工（ＩＣＴを活用した高機能・高精度な施工）に

よる生産性向上への支援やモデル工事・実証実験への支援等を行ってきました。 

 今後も、県内外のｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの事例の研究や紹介を継続するとともに、引

き続き県内の建設業者への実装に向けた支援に取り組むことで、県内建設業者が抱える労働力不

足の解消や生産性の向上を目指します。 
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――――――――――――――――― 

40 「ＩＣＴの全面的な活用」等の施策を建設現場に導入することによって、建設生産システム全体の生産性の

向上を図り、魅力ある建設現場を目指す取組みのこと。 

 

６９．試験研究のデジタルシフト（産業技術研究所） 

 県内事業者の稼ぐ力を高め、競争力を強化するためには、産業ＤＸの推進による生産性向上に

取り組むことが重要です。 

このため本県では、産業技術研究所において、ＡＩ*を利用した製品の検品やスマートグラス

を使った技術伝承など、スマート工場化に向けた実証試験のほか、タブレット端末等により複数

のタオル織機の稼働状況や不良品の判別を一元管理するシステムの開発などに取り組むととも

に、来訪者や職員の負担軽減のため、試験研究機器の利用等に関する予約申請やオンライン技術

相談が実施可能なシステムを導入するなど、業務の効率化にも努めてきました。 

今後も、事業者や大学等とも連携しながら、デジタル技術を活用した研究開発に取り組むとと

もに、試験研究機関としての利便性向上を図ることで、地域経済の活性化につなげていきます。 

 

（参考） 

 第１期戦略掲載項目であったもので、他の戦術（本戦略戦術５７）と統合した取組み 

 ・スマートものづくりの担い手育成と企業支援（第１期戦略戦術７０） 

 

(4) デジタルによる営業活動の強化 

７０．デジタルツールを活用した営業活動の推進 

本県の「愛のくに えひめ営業本部」では、事業者等の営業活動の補助エンジンとして、売れ

る商品づくりや情報発信をサポートし、販路拡大を通じた実需の創出に努めており、消費者のデ

ジタルシフトや営業活動へのデジタル技術活用を進めています。 

 これまでに、東アジア・東南アジア・欧州エリアの現地バイヤーと県内事業者とのオンライン

商談会の開催や、米国向け越境ＥＣプラットフォーム運営会社と連携した本県ページの設置によ

るプロモーションの実施と購買データの分析、民間企業との連携による中国大手ＥＣサイトへの

特設ページ開設と中国国内でのデジタルプロモーション*を実施するほか、外部人材の知見を活

用した県内事業者のＥＣ*対応支援等に取り組んできました。 

今後も、ポータルサイト「愛媛百貨選」やＥＣサイト「愛媛百貨店」も活用しながら、Ｂｔｏ

Ｂ（企業間取引）、ＢｔｏＣ（企業・消費者間取引）双方で県産品の販路拡大を図り、購入データ

等の分析による効果的な情報発信や魅力的な商品開発等を促進するとともに、言語の差異が生む

コミュニケーションの壁を取り払う多言語対応ツールを営業活動に導入するなど、実需創出のた

めのデジタル技術活用を推進します。 

 

７１．ウェブデータベースによる営業活動の支援とバーチャル展示会の促進 

 本県では、愛媛が誇るものづくり企業の優れた技術を「スゴ技」、食材や食品を「すご味」、及

び伝統的特産品等の工芸品や地場産品を「すごモノ」としてそれぞれデータベース化し、県内外

に紹介するなど、事業者の営業活動を支援してきましたが、近年の急激なデジタル化に対応する

ため、これらデータベースのオンライン上での発信力強化やバーチャル展示会の促進を図ること

で、商談機会の創出や販路拡大に一層取り組む必要があります。 
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 このため本県では、従来型の展示会等に加え、オンラインで企業紹介や面談等を行うバーチャ

ル展示会をスゴ技ホームページ上で開催するほか、データベースサイトの機能強化にも取り組ん

できたところであり、引き続きオンライン・オフライン双方の長所を生かした、県内企業の商談

機会の創出や県内外への販路拡充を推進することで、本県の誇る技術や食品、伝統的特産品等に

ついて、ハイブリッド型の営業活動を展開していきます。 

 

７２．県内企業のデジタル技術のマッチング支援 

 製造業において、生産性向上のためのデジタル化促進が喫緊の課題となる中、デジタル技術導

入に係るノウハウの不足が、製造現場のデジタル化を妨げる大きな要因となっています。 

 このため、これまで本県では、デジタル化支援チームによる製造現場診断等を行い、県内もの

づくり企業と、実用的なデジタル技術を有する県内ＩＴ企業等とのマッチングを推進してきたと

ころであり、引き続き、スムーズなデジタル技術導入を支援し、県内における製造業の生産性向

上及びＩＴ企業等の実需の創出を図ります。 

 

７３．デジタル技術の活用による新たな観光コンテンツの創出 

コロナ禍においては、人の往来を伴う国際観光や交流が困難な状況が長く続いたことから、地

道に積み上げてきた取組みの霧消による認知度の低下を防ぐためのプロモーション活動の重要

性が再認識されました。 

 このため、本県においても、愛媛の魅力を感じてもらい、愛媛を実際に訪問しているかのよう

な「仮想愛媛旅行」を体験できるＶＲ*動画の制作や、仮想空間（メタバース*）等を活用した体

験型の魅力発信の検討により、愛媛への旅行意欲の維持・喚起を図るとともに、新たな愛媛ファ

ンを獲得し、インバウンド誘客の強化につながるよう努めます。 

 

(5) 一歩先行くデジタルマーケティングの実践 

７４．官民データの利活用によるデジタルマーケティング*の実施 

本県の本格的なＤＸに向けた取組みの源流は、デジタルマーケティングの手法を導入したプロ

モーション戦略の推進にあり、全国の自治体に先駆けたデジタルマーケティングの導入・実践に

取り組み、県が行っている情報発信等から得られるデジタルデータの施策横断的な蓄積と多面

的・重層的な活用を目的として構築した愛媛県版ＤＭＰ*を活用し、データ分析等を踏まえた新

たなプロモーション事業等におけるターゲット層の明確化や関連事業での効果的なデータ利活

用につなげてきました。 

今後は、これまでに培った知見を生かし、デジタルマーケティングの更なる推進を図り、蓄積

されたデータの適切な管理と客観的な分析に基づく施策の立案や改善に継続的に取り組みます。 

また、新たにＣＲＭ*の本格導入を図るほか、民間企業が保有する更新頻度の高い消費者行動

データ等の取得と利活用にも取り組むことで、発信した情報の受け手の行動や価値観を分析し、

これまで以上にユーザ本位の施策の立案につなげ、情報を受け取る側にとっても有益な情報提供

や関心向上を図ることで、実需の一層の創出と愛媛ファンの拡大に努めます。 

 

７５．データを利活用した観光振興 

 本県では、観光分野におけるデジタルマーケティング*の活用モデルとして、本県の魅力を訴

求する広告配信動画やウェブサイトの視聴・閲覧による関心の高まりを、本県への実際の来訪に

つなげられるよう、ＯＴＡ41等を活用し、デジタル上で広告配信から宿泊予約までを完結するス
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キーム構築に取り組んできました。さらに、旅行者の動態データや、「いよ観ネット」「Ｖｉｓｉ

ｔ Ｅｈｉｍｅ Ｊａｐａｎ」など観光情報ウェブサイト閲覧履歴データ等を集約・可視化する観

光デジタルマーケティングプラットフォームを構築し、旅行者の属性や傾向等の分析に活用する

ことで、旅行者の旅マエ・旅ナカ・旅アトを意識したプロモーションも推進してきました。 

今後は、データに基づく効果的な手法検討を更に強化し、旅マエ等のよりプロモーション効果

が高い施策の実施や、飲食事業者等に対し来訪時に活用される可能性の高いオンラインマップ上

への情報登録等を働き掛けるとともに多国語対応も進め、欧米豪を含む多様な旅行者等が欲しい

情報にアクセスしやすい情報提供体制の構築のほか、県・市町の一体的なプロモーションの更な

る推進などにより、デジタル技術を活用した実需に直結する観光振興施策を展開します。 

 

――――――――――――――――― 

41 Online Travel Agencyの略称で、実店舗を持たずにインターネット上だけで旅行商品の取引が完結する旅

行会社のこと。 

 

７６．自転車新文化のデジタル発信 

 本県では、国のナショナルサイクルルートにも指定された「しまなみ海道サイクリングロード」

をフックとして、サイクリング観光ポータルサイト「ＣＹＣＬＩＮＧ ＥＨＩＭＥ」や、戦略的

なデジタルマーケティング*の下、情報発信先や拡充すべきコンテンツの選定、体験型コンテン

ツの造成、ＯＴＡ*等を活用した誘客スキームの構築等に取り組み、バーチャルサイクリングア

プリなどの話題性の高いコンテンツも活用し、来島海峡大橋を中心とした、しまなみ海道への誘

客促進に努めてきました。 

今後は、引き続きウェブサイトの内容充実を図るとともに、閲覧履歴データの分析に基づく新

たな選択肢を提案するため、観光振興施策とも連携したデジタルマーケティングを活用し、台湾

や欧米豪エリアなどをターゲットとしてデータに裏打ちされた効果的な情報発信を行うことで、

サイクリストの聖地「しまなみ海道」を始め、「サイクリングパラダイスえひめ」や「サイクリ

ングアイランド四国」、さらには「グレーターしまなみ・えひめ」の認知度向上と来訪意欲向上

に努めます。 

 

--ＣＯＬＵＭＮ：８--------------------------------------------------------------------------

データ分析を活用した県の観光振興 

～インバウンド誘客の重要性と観光デジタルマーケティングプラットフォームの活用～ 

 

総務省発表の2015年家計調査によると、定住人口1人当たりの年間消費額は 125万円で、

人口が 1 人減るたびに 125 万円の消費が消える計算になります。ちなみに、愛媛県では令和 5

年の1年間で約1.5万人減少していますので、たった1年で約188億円の県内消費が消失した

ことになります。 

この 125 万円を埋め合わせるための切り札として、観光が注目されてきました。日本人の宿

泊だと25人分誘致が必要ですが、外国人観光客の場合、8人で代替できます。昨今、訪日外国人

誘致に躍起になっているのはこのためです。 

 

愛媛県では、全国平均に近しく、アジア人旅行者比率が高い傾向にありますが、隣の広島県は、

全国でも唯一、欧米豪比率がアジアよりも高く、65％を占めています。 

ちなみに欧米豪旅行者は、アジアに比べ、平均して滞在日数で 3 倍以上滞在するため、地域に
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おける消費額が大きくなると考えられます。また、居住国と旅行先との文化的なギャップ（文化圏

の差異）が大きいことにより、コト消費が好まれ、各地域の何気ない風習やしきたり、生活に対し

て強い興味関心があり、特別な体験を用意しなくても、地域のありのままに関心があるため、タ

ーゲット顧客にしやすいということもあります。 

 

愛媛県では 2022 年度（令和 4 年度）から、観光でのデータ活用の重要性から、観光デジタル

マーケティングプラットフォームを立ち上げています。これは、観光戦略に役立つオープンデータ

や旅行者の動態や趣味嗜好などの有用なデータを収集して、有効活用するためのものです。 

現状、国の統計調査だけでは、県内のどこにどのような国籍の旅行者が訪れているのかわか

りません。そこで、スマートフォンを持ち歩く外国人旅行者のアプリ利用による位置情報や検索し

ているウェブ上のデジタルデータ、その他アンケートにより、旅行者の動態を把握して、施策を立

てる取組みを進めています。 

 

それらのデータを調べていくと、昨今、広島県まで来ている欧米豪旅行者が、愛媛県に来る手

段として、「鉄道」や「バス」利用を認識しており、「高速船」や「フェリー」の利用が認知されていな

いことがわかってきました（2023 年（令和5 年）7 月～11 月期アンケート）。 

継続した分析は必要となりますが、広島県まで来ている旅行者に、船で便利に愛媛県に行ける

ことを知っていただけたら、愛媛県に欧米豪旅行者がもっと来訪されるようになるのではない

か、そんな仮説を立てながら、現在、誘客活動を行っています。 

 

令和５年度愛媛県デジタルコーディネーター 蛯澤 俊典 

----------------------------------------------------------------------------------------- 

 

(6) 共創による次代に向けた価値創造 

７７．デジタルで実現する持続可能な未来への挑戦 

 地球規模の自然災害や紛争の発生、経済格差の拡大等、将来を容易には見通し難い時代となっ

た今日、国連が提唱したＳＤＧｓ42の理念が浸透する中で、企業が利潤のみを追求するのではな

く、社会貢献を念頭に置く考え方としてＣＳＲ43が注目され、持続可能な社会に対する意識が高

まり、脱炭素社会や循環型社会の実現に向けた取組みはますます重要性を増しています。 

このような中、社会の共感に基づくソーシャルグッド*な取組みや、循環経済（サーキュラーエ

コノミー*）に向けた活動が評価され市場化も進んでいることから、地域社会や地球環境にやさ

しい活動や商品を生み出す視点を重視するとともに、これらの取組みに共感する個人や組織、企

業等と積極的に連携して、ＧＸ*に代表される環境に配慮した経済活動へのデジタル技術の導入

を推進するなど、多様な主体と協働しながら、持続可能な愛媛の未来を共創することを目指しま

す。 

 

――――――――――――――――― 

42 Sustainable Development Goalsの略称で、持続可能な開発目標のこと。「誰一人取り残さない世界」を目

指して、国連が定めた持続可能な開発のための17項目の国際目標。ＳＤＧｓは取組主体が企業や個人である。 

43 Corporate Social Responsibilityの略称で、環境問題への配慮、地域社会との共存など企業が果たすべき

社会的責任のこと。 
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--ＣＯＬＵＭＮ：９--------------------------------------------------------------------------

愛媛の未来に向けて 

 

「将来、日本のデジタル社会はどうなっているのか。地方はどう変わっているのか。」 

世間でよく目にするタイトルである。将来像を知りたい理由は何だろう。 

 

未来は変わるものである。確実に変わる。どう変わるのか、聞く必要があるだろうか。 

1995年以降、デジタル社会が大きく変わったのは論じるまでもない。2024年から先もそれ

以上のスピードで変わるだろう。ここで一つひとつのテクノロジーは列挙しない。 

 

確かに、先行き不透明で予測しづらいこの時代、自分を取り巻く状況がどう変わるのか、「外」

に意識が向くのもよくわかる。しかし、意識すべきは「内」である。デジタルによりインフラも知能

も計算力も、仮想も物理も大きく変わる中で、自身が何をすべきか。組織が何をすべきか。 

 

天動説で、日本が変わる、世界が変わる様子を無邪気に眺めていることも選択肢の一つである。

変わる前にまず様子を見たい、よく聞く理由だ。ただ、米国においてデジタル経済は 2005 年の

1.6 兆ドルから 2018 年は 3 兆ドル（年平均4.7％増）の伸びである※。 何もせず指をくわえて

眺めてばかりなら、“Winner takes all”（勝者総取り）のデジタル経済において、自身の足元は

崩れ、消えゆく運命が待っているだろう。 

 

自身が何をすべきか。それは自ら小さな変化を起こすことである。日々それに挑み続ける。繰

り返せば、そのうち世の中の急速な変容スピードに自然と追随できるようになる。魔法はない。

積み重ねあるのみだ。 

 

地動説で世界がひっくり返ったように、自身が動くこと、それが「外」の変化につながり未来が

変わる。愛媛発のデジタルによるコペルニクス的転回を期待している。 

 

令和５年度愛媛県最高デジタル責任者補佐官 柚木 涼子 

 

※内閣府「世界経済の潮流  2021 年 I ポストコロナに向けて」 

----------------------------------------------------------------------------------------- 
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用語解説 

No 用  語 説明文 ページ 

1 ＡＩ Artificial Intelligenceの略称。学習や判断などの機能を備

えたコンピュータシステムのこと。人工知能。 

12,17,25, 

33,34,38, 

41,43 

2 ＢＰＲ Business Process Re-engineering（業務改革）の略で、業務

の効率化や生産性の向上を図るため、業務の流れや仕組みを

全面的に見直し再構築すること。現状を肯定し改良する「改

善」にとどまらず、現状を否定し新たな世界を切り拓く「改

革」を目指すもの。 

11,18 

3 ＢＹＯＤ Bring Your Own Deviceの略で、私物のパソコンやタブレット

などを業務等に使用すること。 

21 

4 ＣＢＴ Computer Based Testingの略で、コンピュータを利用した試

験のこと。問題提示、解答入力、採点作業が全てコンピュータ

上で実施できるため、省力化・省資源化・省人化が期待され

る。 

2,14,30 

5 ＣＤＯ Chief Digital Officerの略称。組織のＤＸを推進するための

司令塔となる最高デジタル責任者。 

4,9,18 

6 ＣＲＭ Customer Relationship Managementの略称。顧客と企業等と

の良好な関係構築に資するため、購買・行動履歴等の顧客に関

する情報を一元管理すること。 

16,44 

7 ＣＳＲ Corporate Social Responsibilityの略称で、環境問題への配

慮、地域社会との共存など企業が果たすべき社会的責任のこ

と。 

46 

8 ＥＢＰＭ Evidence-based Policy Making（エビデンスに基づく政策立

案）の略称。政策の立案をその場限りのエピソードに頼るので

はなく、政策目的を明確化した上で合理的根拠（エビデンス）

に基づくものとすること。 

12,13 

9 ＥＣ Electronic Commerceの略称。ネットワークを介して契約や決

済などを行う取引形態のこと。インターネットでものを売買

することの総称。 

2,7,15,43 

10 ｅスポーツ コンピュータゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉え

たもの。 

33 

11 ＧＸ Green Transformationの略で、産業革命以来の化石エネルギ

ー中心の産業構造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ転

換することで、戦後における産業・エネルギーの大転換を意味

する。（2023年（令和５年）２月 10日閣議決定「ＧＸ実現に

向けた基本方針」） 

16,46 

12 ＩＣＴ－Ｂ

ＣＰ 

ＢＣＰとはBusiness Continuity Planの略称であり、ＩＣＴ

部門の業務継続計画。災害時に庁舎が被災してもＩＣＴ資源

を利用できるよう準備しておき、応急業務の実効性や通常業

24 
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務の継続性を確保するほか、地域防災計画の想定を超える災

害にも備えることとしている。 

13 ＩｏＴ Internet of thingsの略称。「モノのインターネット」と訳さ

れ、様々な「モノ」がネットワークを通じて相互に接続し、制

御する仕組みのこと。 

42 

14 ｉ－Ｃｏｎ

ｓｔｒｕｃ

ｔｉｏｎ 

「ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）」等の施策を建設現場

に導入することによって、建設生産システム全体の生産性の

向上を図り、魅力ある建設現場を目指す取組みのこと。 

42 

15 ＫＧＩ Key Goal Indicator（重要目標達成指標）の略。組織の目標

達成度合いを評価する指標。 

9 

16 ＫＰＩ Key Performance Indicator（重要業績評価指標）の略。組織

の目標達成に向けた重要なプロセスの実施状況を評価する指

標。 

3 

17 ＬＭＳ Learning Management System（学習管理システム）の略称で、

ｅラーニングの実施に必要な、学習教材の配信や成績などを

統合して管理するシステムのこと。 

30 

18 ＭａａＳ Mobility as a Serviceの略称。いろいろな種類の交通サービ

スを、需要に応じて利用できる一つの移動サービスに統合す

ることであり、例えば、スマートフォンやアプリ等を活用し、

地域住民や旅行者一人ひとりのトリップ単位（人がある目的

を持って、ある地点からある地点へ移動する単位）での移動ニ

ーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外のサービスを最

適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービス。 

35 

19 ＯＴＡ Online Travel Agencyの略称で、実店舗を持たずにインター

ネット上だけで旅行商品の取引が完結する旅行会社のこと。 

44,45 

20 ＲＰＡ Robotic Process Automationの略称。定型的なパソコン操作

等をソフトウェアのロボットで自動化すること。 

11,21,38 

21 ＳＤＧｓ Sustainable Development Goalsの略称で、持続可能な開発目

標のこと。「誰一人取り残さない世界」を目指して、国連が定

めた持続可能な開発のための 17項目の国際目標。ＳＤＧｓは

取組主体が企業や個人である。 

46 

22 ＳＴＥＡＭ

教育 

Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、

Arts（芸術）、Mathematics（数学）を統合的に学習する教育手

法。各教科での学習を実社会での課題解決に生かしていくた

めの教科横断的な学習。 

30 

23 ＵＩ User Interfaceの略称。ウェブサイトやアプリの表示画面の

見た目や操作性（扱いやすさ）。 

5 

24 ＵＸ User Experienceの略称。「利用体験」「利用者体験」等の意味

で用いられる。広義には、商品やサービスを使って得られる感

想・実感や満足度。 

5 

25 ＶＲ Virtual Realityの略。コンピュータモデルとシミュレーショ

ン技術を用いて、コンピュータでつくられた三次元空間を視

44 
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覚その他の感覚を通じ疑似体験できるようにしたもの。 

26 ＶＲゴーグ

ル 

ＶＲを始めとした現実と仮想が融合した空間を体験するため

のゴーグル型の機器。装着者の動きや操作を現実世界や仮想

空間の映像に反映させることにより、空間への没入感や一体

感を高めることが可能で、様々なデバイスやＶＲコンテンツ

が開発されている。 

32 

27 インクルー

シブ 

包括的、包摂的の意味。 29 

28 インクルー

ジョン 

包括、包摂の意味。「社会的排除」の対義語であり、「人間の多

様性を尊重し、あらゆる人々が排除されることなく社会に参

画できる状態」を意味する。 

5,6,11 

29 ウェアラブ

ルデバイス 

衣服や腕時計など、装着可能なコンピュータ端末のこと。スマ

ートウォッチやリストバンドなどが商品化されている。 

34 

30 えひめデー

タラボ 

県職員と専門人材で構成するデータ利活用推進チーム。デー

タの共有や可視化、分析等に取り組み、エビデンスに基づく政

策立案や意思決定を推進。 

2 

31 愛媛県版Ｄ

ＭＰ 

ＤＭＰは Data Management Platformの略称であり、本県のデ

ジタル施策に接触した利用者のログデータを一元管理し、広

告配信等に生かすためのプラットフォーム。 

16,44 

32 エールラボ

えひめ 

第１期戦略においてＤＸ推進基盤と位置付け、2021年（令和

３年）から運用を開始。県内自治体や民間事業者、住民等の多

様な主体がオンライン上の対話や交流等を通じ、官民共創に

より地域課題の解決と新たな価値創造に取り組むためのプラ

ットフォーム。 

3,18,26, 

37,38 

33 オープンデ

ータ 

行政が保有する公共性の高いデータの利活用を推進するた

め、商用を含めた編集、加工、再配布等の二次利用を可能とす

るルールの下、提供するデータのこと。 

12,23,26, 

36,46 

34 オンデマン

ド 

ユーザの要求があった際に、その要求に応じてサービスを提

供すること。 

30,36 

35 書かない窓

口 

行政手続き時の記入作業を情報連携により簡略化するなど、

住民の負担軽減・利便性向上を図る窓口サービス（取組み）の

こと。 

13,25 

36 ガバメント

クラウドフ

ァンディン

グ 

自治体が行う寄附募集制度。自治体が抱える問題解決のため、

寄附金の使い道をより具体的にプロジェクト化し、そのプロ

ジェクトに共感した人たちから寄附を募る仕組み。 

25 

37 クラウド化 組織内に機器を設置して運用してきた情報システムを、ネッ

トワークを通じて外部事業者が提供する「クラウドサービス」

を利用する形式に移行すること。 

12,25 

38 クラウドサ

ーバ 

利用者が、機器がどこにあるか意識することなく、インターネ

ット上等で共同して利用するサービスを提供するサーバのこ

と。 

24 
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39 コワーキン

グスペース 

様々な業種の人々が仕事をする共有型のオープンスペース。

参加者間でのコミュニティ育成が重視され、多種多様な業種・

業界の人たちとの接触機会が増えるため、新たなビジネスチ

ャンスの創出や自己のスキルアップ等を期待して利用される

場。 

21,39 

40 サーキュラ

ーエコノミ

ー 

廃棄物を出すことなく資源を循環させる経済のこと。３Ｒ

（Reduce（廃棄物の発生抑制）、Reuse（再使用）、Recycle（再

資源化））とは異なり、原材料調達の段階、製品を設計する段

階で回収資源の再利用が前提とされている。 

46 

41 サービスデ

ザイン思考 

単に機能をそのまま利用者に提供するのではなく、利用者が

必要とする形でサービスを提供し、提供者もサービス利用者

として捉え、使いやすい仕組みにすることで、利用者のメリッ

トを最大化しようとする考え方。 

7,8,11, 

14,18 

42 森林ＧＩＳ ＧＩＳは Geographic Information System（地理情報システ

ム）の略。森林基本図や森林計画図、森林簿といった森林の基

本情報をデジタル処理し、これまで個別に管理されていた図

面や帳簿を一元管理するシステム。 

40 

43 スマートオ

フィス 

ＩｏＴ機器やクラウドなどを活用して業務効率と利便性を高

めたオフィスのこと。 

21 

44 スマート化 より洗練されたシンプルなものにすること。産業分野ではヒ

トを補完するものとして、ＩｏＴ、ビッグデータ等をデジタル

技術を活用して制御・管理し、よりシンプルにすることを指す

ことが多い。 

13,14,15, 

36,40 

45 スマートフ

ァクトリー 

一般的に、データ利活用やデジタル技術により業務プロセス

を改革し、品質・生産性を向上させた工場のこと。 

42 

46 ３Ｄ都市モ

デル 

都市空間に存在する建物や街路といった地上物の３次元デー

タに、その名称や用途、建設年等の情報（属性情報）を付与し

た都市の地理空間データで、都市空間を立体的なデジタル地

図として可視化することができる。 

14,36 

47 成果重視型

政策立案プ

ラットフォ

ーム 

政策立案型行政の深化に向けて、計画から立案、予算、執行、

決算、評価に至る業務プロセスに一貫して成果を重視するマ

ネジメント体制を実現するための基盤となるシステム。 

12,24 

48 生成ＡＩ 大量のデータで学習を行い、指示に応じた様々なコンテンツ

を生成することができるＡＩ。 

8,21,24 

49 センシング

技術 

感知器（センサ）等を使用して、様々な情報を計測し、数値化

する技術の総称。 

36,41 

50 ソーシャル

グッド 

地球環境や地域コミュニティなどの「社会」に対して良いイン

パクトを与える活動や製品、サービスの総称。 

46 

51 タスクフォ

ース 

特定課題の解決に取り組むための所属を越えた庁内チーム。 9,25 

52 データ連携 分野横断的に複数のシステムやサービス等で蓄積された様々 26,42 



52 

 

基盤 なデータを効率的に収集・変換・管理し、相互のデータ連携等

を実現する仕組み。 

53 デジタルイ

ンクルージ

ョン 

デジタル技術を用いて、ＳＤＧｓが提唱するように「誰一人取

り残さない」社会を実現すること。様々な制約や困難から解放

され新たな価値を共有する社会へシフトしていくこと。 

32 

54 デジタルツ

イン 

現実世界から集めたデータを基にデジタルな仮想空間上に

「双子（ツイン）」のように再現したもので、様々な分野での

シミュレーションで活用が進んでいる。 

36 

55 デジタルデ

バイド 

情報格差の意味。コンピュータやインターネットを使いこな

せる者とそうでない者で得られる情報が違うこと。 

32 

56 デジタルプ

ロモーショ

ン 

スマートフォンやインターネットなど、デジタル技術を活用

したプロモーション活動のこと。動画やインターネット広告、

バーチャル展示会などの表現・手法だけでなく、購買データの

分析などのデータ活用も含まれる。 

43 

57 デジタルマ

ーケティン

グ 

消費者行動が多様化している中でデジタル技術を活用するこ

とで、広告やＥＣサイト、実店舗、ＳＮＳなど多様な消費者と

の接点を構築して行うマーケティング活動のこと。 

7,15,16, 

17,22,25, 

37,39,44, 

45 

58 デジタルリ

テラシー 

デジタル情報を正しく理解したり、利用・活用したりする能力

のこと。 

11,14,21, 

23,26,30, 

36 

59 手のひら県

庁 

手のひらに収まるスマートフォン等の端末機器の利用によ

り、全ての手続きが完結する行政サービスを提供する仕組み

として、電子申請システム・施設利用予約システムを構築し、

市町も共同利用している。 

2,11,20, 

25 

60 電子契約 紙の契約書及び印鑑を使用せず、電子ファイル等により締結

する契約のこと。一般的に、電子ファイル（ＰＤＦ形式の契約

書）に電子署名（「誰が・何を」を証明する仕組み）とタイム

スタンプ（「何を・いつ」を証明する仕組み）を付与して契約

を締結する方式が採用されている。 

11,19 

61 トライアン

グルエヒメ 

デジタル実装加速化プロジェクトの愛称。デジタル・ソリュー

ションを提供する企業・地域の事業者・行政の３者の試み（Ｔ

ＲＹ）から、様々な方向（ＡＮＧＬＥ）へ未来に向けた挑戦を

支援するプロジェクトであることや、生活者・企業・社会の

「三方良し」となる愛媛県を目指していくことを意図してい

る。 

8,10,38 

62 ネットワー

クの三層分

離 

庁内ネットワークを「インターネット接続系」（インターネッ

トと接続してウェブ閲覧、メール送受信、ホームページ公開等

の業務を行う）、「ＬＧＷＡＮ接続系」（業務に関連した内部情

報等を取り扱う）、「個人番号利用事務系」（機密性の高い個人

番号（マイナンバー）を取り扱う）の三つのネットワークに分

離し、行政情報の保護強化を図る仕組み。 

24 
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63 バックアッ

プセンター 

災害や緊急事態が発生しても、業務を継続し、データが破損し

ないようにする目的で設置するバックアップ用の施設及びシ

ステム。 

28 

64 プッシュ型 利用者からの能動的な要求や申請等がなくても、サービスや

情報提供者からサービスや情報を提供すること。対義語にプ

ル型がある。 

11,20,28 

65 フリーアド

レス 

オフィス内で自身の席を固定せず、ノートパソコン等を持ち

運び、自由に席を選んで働くスタイル。 

12 

66 無線通信モ

ジュール 

無線通信に必要な機材が揃った電子部品のこと。 39 

67 メタバース ユーザ間でのコミュニケーションが可能な、インターネット

等のネットワークを通じてアクセスできる仮想的なデジタル

空間（多くの場合は３次元で構築される）のこと。 

15,29,44 

68 リスキリン

グ 

新しい職業に就くために、あるいは、今の職業で必要とされる

スキルの大幅な変化に適応するために、必要なスキルを獲得

する／させること。（経済産業省） 

11,15,21, 

38 

69 ローカル５G 企業や自治体が、一部のエリア又は建物・敷地内に構築した専

用の５Ｇネットワークのこと。 

37,39,41, 

42 

70 ワーケーシ

ョン 

「ワーク」と「バケーション」を組み合わせた造語で、観光地

やリゾート地でテレワークを活用し、働きながら休暇や地域

交流等を行う過ごし方。本県では、「コミュニケーション」や

「イノベーション」の意味も込めている。 

39 

71 ワンスオン

リー 

「一回だけ」の意味。一度提出した情報は再提出不要とする原

則のこと。 

20 

 


